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は じ め に 

   

我が国は、2025 年に、団塊の世代が 75歳を超え、国民の 3 人に 

1 人が 65 歳以上、5 人に 1 人が 75歳以上となるという超高齢社会 

を迎えます。 

本町の 65 歳以上の高齢者人口は、介護保険制度が開始された平成 

12 年当時、約 2,200人でしたが、現在は約 4,９00 人となっており、 

高齢化率もおよそ 13％から 2８％にまで上昇しています。また、認知 

症高齢者やひとり暮らしの高齢者、高齢者のみの世帯の増加に伴い、要介護認定者数は約 6５0 人

となり、介護保険給付額も約１２億円となっています。 

介護需要が増加する中、本町では第７期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画において在宅と

施設のバランスのとれたサービス基盤整備として、地域密着型介護老人福祉施設と小規模多機能型

居宅介護事業所の整備誘導を進めてまいりました。今後とも、高齢者が住み慣れた地域で自分らし

い暮らしを最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提

供される地域包括ケアシステムの充実・強化を目的として介護予防・日常生活支援総合事業をはじ

めとした高齢者福祉施策に取り組んでまいります。このことから、2025 年および 2040 年を見

据えた地域包括システムの推進や地域共生社会の実現を目指し、令和３年度から令和５年度までの

３年間を計画期間とした「大井町第８期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」を策定いたしま

した。 

 この計画では、第７期計画の基本理念である「あんしん・いきいき・夢おおい 暮らしのまち」

を継承し、新たに地域共生社会の実現、災害や感染症対策に係る体制整備についての施策も位置づ

け、５つの基本目標を定め、取り組むこととしました。  

高齢化は、ますます進みます。超高齢社会の突入により、町の形が変わるといっても過言ではあ

りません。町民の皆様、また関係各位におかれましては、なお一層のご理解とご協力を賜りますよ

うお願い申し上げます。 

 終わりに、本計画の策定に際して、アンケート調査等により貴重なご意見、ご提案をお寄せいた

だいた皆様をはじめ、熱心にご審議いただきました介護保険運営協議会委員の皆様や関係者の皆様

に厚くお礼申し上げます。 

 

 

令和３年３月 

 

大井町長  小田 眞一 

  



 
4 
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第１章 計画策定に当たって 
 

 

１ 計画策定の背景 

日本の高齢者人口（65歳以上人口）は近年一貫して増加を続けており、平成 27 年

の国勢調査では高齢化率※1は 26.7％となっています。2025 年（令和７年）には団

塊の世代※2が後期高齢者※3となり、高齢者単身世帯や高齢者のみ世帯、認知症高齢者

の増加が見込まれるなど、介護サービス需要が更に増加・多様化することが想定され

ています。 

これまで、本町では『大井町高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画』を策定し、

高齢者の保健福祉に関する施策を総合的に推進し、町民一人ひとりが、生きがいを感

じながら、いきいきと充実した生活を送れる地域づくりを進めるとともに、介護が必

要な状態となっても住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、医療・介護・

予防・住まい・生活支援が包括的に確保される地域包括ケアシステムの構築に取り組

んできました。 

その先をみると、2040 年（令和 22 年）には団塊ジュニア世代が 65歳以上とな

り、高齢人口がピークを迎え、介護ニーズの高い 85 歳以上人口が急速に増加するこ

とが見込まれています。そこで、地域共生社会※4の実現を目指し、制度の持続可能性

を確保しながら、自立支援・重度化防止や日常生活支援等の役割・機能を果たし続け

られるよう制度の整備や取組の強化を図っていく必要があります。 

こうした動向を踏まえ、令和２年度には、本計画の第７期計画期間（平成 30 年度

～令和２年度）が終了することから、施策の実施状況や効果を検証した上で、団塊の

世代が 75 歳になる 2025 年（平成 37 年）、団塊ジュニア世代が 65 歳以上となる

2040 年（令和 22 年）を見据え、地域包括ケアシステムの推進、地域共生社会の実

現を目指した新たな計画を策定します。 

  

 
※1 高齢化率･･･人口における高齢者人口の占める割合 
※2 団塊の世代･･･昭和 22 年(1947 年)から昭和 24 年(1949 年)にかけて生まれた世代 
※3 後期高齢者･･･75 歳以上の方 
※4 地域共生社会･･･高齢者介護、障害福祉、児童福祉、生活困窮者支援などの制度・分野の枠や、「支える側」、「支え

られる側」という従来の関係を超えて、人と人、人と社会がつながり、一人ひとりが生きがいや役割を持ち、助け合い

ながら暮らしていくことのできる包摂的な社会 
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２ 第８期計画において記載を充実する事項 

第８期（令和３年度～５年度）においては、第７期計画での目標や具体的な施策を

踏まえ、① 2025年（令和７年）を目指した地域包括ケアシステムの整備、更に、② 

団塊ジュニア世代である現役世代が急減する 2040 年（令和 22 年）の双方を念頭

に、高齢者人口や介護サービスのニーズを中長期的に見据えることについて第８期計

画に位置付けることが求められています。  

主な事項は以下のとおりです。 

（１）2025・2040年を見据えたサービス基盤、人的基盤の整備 

（２）地域共生社会の実現 

（３）介護予防・健康づくり施策の充実・推進（地域支援事業等の効果的な実施） 

（４）有料老人ホームとサービス付き高齢者住宅に係る都道府県・市町村間の情報連 

  携の強化 

（５）認知症施策推進大綱等を踏まえた認知症施策の推進 

（６）地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び業務効率化の取組の強化 

（７）災害や感染症対策に係る体制整備 
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３ 計画の性格と位置付け 

     本計画は、老人福祉計画と介護保険事業計画が一体となった計画です。 

老人福祉計画は、老人福祉法第 20 条の８第１項に基づき、高齢者の福祉の増進を

図るために定める計画で、保健・医療・福祉の関係機関と住民がともに協力しあって

取り組むための共通指針としての性格を持ちます。 

介護保険事業計画は、介護保険法第 117 条第１項に基づき、町が行う介護保険事

業の円滑な実施に関する計画です。 

 

本計画の策定に当たっては、『大井町第６次総合計画』を上位計画とします。また、

厚生労働省の告示した『介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための

基本的な指針』及び『かながわ高齢者保健福祉計画』との整合性を図り、『大井町地域

福祉プラン』『障がい者計画・障がい福祉計画・障がい児福祉計画』『大井町子ども・

子育て支援事業計画』などの福祉計画や『大井町健康増進計画・食育推進計画』『大井

町自殺対策計画』『大井町地域防災計画』『おおい都市計画マスタープラン』『県西地域

都市交通体系マスタープラン』などの関連計画と調和がとれたものとします。 

 
 

【大井町第８期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の位置づけ】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

整合性 整合性 

●関連計画 

大井町健康増進計画・食育推進計画（第２次） 

大井町自殺対策計画 

大井町地域防災計画 

おおい都市マスタープラン 

県西地域都市交通体系マスタープラン 

●福祉計画 

第３次大井町地域福祉プラン 

大井町障がい者計画・障がい福祉計画・障

がい児福祉計画 

大井町子ども・子育て支援事業契画(第２期) 

大井町第８期高齢者保健福祉計画

・介護保険事業計画 

かながわ高齢者 

保健福祉計画 

大井町第６次総合計画～ 

介護保険事業に係る保険給付の円滑な

実施を確保するための基本的な指針 

調和 
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４ 計画の策定体制 

本計画の策定に当たっては、計画に盛り込まれる高齢者に対する各種サービスや介

護保険料の設定などが、高齢者のみならず町民全体の生活に影響を及ぼすとともに、

計画の展開に際して町民の協力が要請されることから、計画策定作業への町民参加及

び計画策定段階・内容についての町民への周知が求められています。 

① 大井町介護保険運営協議会の開催 

町民や関係者の幅広い意見を集約できるよう、町民（被保険者）、介護サービス

事業者、社会福祉関係者、医療・福祉経験者などで構成する「大井町介護保険運営

協議会」において、計画の策定に関し必要な事項の協議・検討を行いました。 

② アンケート調査の実施 

町民の意見や意向を計画に反映させるために、令和 2 年６月に、一般高齢者・要支援･

要介護認定者・２号被保険者を対象として、アンケート調査を実施し、計画策定の基礎

資料としました。 

【調査対象及び方法】 

 調査名 抽出対象 抽出方法 
調査票の配

布・回収方法 
調査実施期間 

① 
介護予防・日常生

活圏域ニーズ調査 

町内の一般高齢者 無作為抽出 

郵送配布・ 

郵送回収 

令和２年 

６月 14 日 

～６月 30 日 

事業対象者・要支援認定者 全数 

② 在宅介護実態調査 町内の要介護認定者(在宅) 全数 

③ 
２号被保険者ニー

ズ調査 

町内の 40 歳以上 65 歳未満

の方 
無作為抽出 

④ 在宅介護実態調査 

町内の在宅で生活している要

支援・要介護認定者のうち、

「認定の更新・区分変更申

請」をしている方 

全数 
調査員による 

配布・回収 

令和 2 年 

1 月 6 日 

～7 月 31 日 

【回収状況】 

 調査名 配布数 回収数 回収率 

① 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

（65 歳以上一般高齢者） 
449 通 28７通 63.9％ 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

（事業対象者・要支援認定者） 
171 通 10８通 63.2％ 

② 在宅介護実態調査（要介護認定者） 417 通 192 通 46.0％ 

③ ２号被保険者ニーズ調査 413 通 146 通 35.4％ 

④ 在宅介護実態調査(調査員による調査) 137 通 137 通 100.0％ 

 

③ パブリックコメント※5の実施 

パブリックコメントについては、令和２年 12 月に、町民に素案を公開し、素案に対

する意見を募りました。 

 

 
※5 パブリックコメント･･･行政機関が意思決定をする際に、多様な意見を反映させるために行う手続 
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５ 計画の期間 

計画は３年を１期として定めることになっています※6。 

本計画の対象期間は、令和３年度から令和５年度までの３年間とし、団塊の世代が

75 歳になる 2025年（令和 7 年）、団塊ジュニア世代が 65歳以上となる 2040 年

（令和 22 年）までの中長期的な視野に立った見通しを示しています。 

 

【計画の期間と見直し】 
 

平成 30～令和２年度 

2018～2020 

令和３～５年度 

2021～2023 

令和６～８年度 

2024～2026 

～ 

令和 21～23 年度 

2039～2041 

第７期計画 第８期計画 第９期計画 第 14 期計画 

  
団塊の世代が 

75 歳以上に 

団塊ジュニア世代が

65 歳以上に 

 

  

 
※6 介護保険法第 117 条第１項、老人福祉法第 20 条の８第７項 
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第２章 高齢者を取り巻く状況 
 

１ 人口・世帯の状況 

（１）高齢者人口の推移 

本町の人口は、17,000人前後で推移しており、令和２年には 17,298人となって

います。令和 3 年以降 5 年間は横ばいで推移し、その後減少していくと見込まれま

す。 

また、65 歳以上人口及び高齢化率は増加傾向にあり、令和２年には 4,899 人、

28.3％となっています。高齢化率は令和 3 年以降 5 年間は２８%台を推移し、令和

7 年以降は上昇していくことが見込まれます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者人口を前後期別にみると、前期高齢者は減少傾向にある一方で、後期高齢者

は年々増加しており、令和２年には前期高齢者が 2,473 人、後期高齢者が 2,426 人

となっています。推計をみると、令和３年には後期高齢者人口が前期高齢者人口を上

回ることが予想されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 住民基本台帳【各年 11 月１日現在】 ただし、令和３年以降は「見える化システム」による推計 

※ 住民基本台帳【各年 11 月１日現在】 ただし、令和３年以降は「見える化システム」による推計 

4,766 4,830 4,899 4,919 4,913 4,912 4,887 4,890 5,537 
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高齢夫婦世帯

高齢単身者世帯

高齢者のいる世帯の比率

(%)(世帯)

4,902    

5,468   

5,950    

6,346 
6,151   

また、 令和２年７月末時点の自治会別の高齢化率をみると、自治会によって高齢化

率に開きがあります。町全体では 28.２％、相和地区全体では 39.３％、それ以外の

地区全体では 27.2％となっています。住宅の開発等が行われた地区は高齢化率が低

い傾向がみられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）高齢者のいる世帯の推移 

町の一般世帯数は、平成７年から平成 22 年にかけて増加していましたが、平成 27

年には、6,151世帯となっています。 

高齢者のいる世帯数は年々増加しており、平成 27 年には 2,842 世帯となってい

ます。その内訳をみると、高齢単身世帯数、高齢夫婦世帯数ともに年々増加しており、

平成 27 年にはそれぞれ 480 世帯、829世帯となっています。 

総世帯数に占める高齢者のいる世帯の比率は、平成７年と比べて平成 27 年には

21.7 ポイント増加し、46.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※ 国勢調査 

※ 住民基本台帳【令和２年７月末日現在】  

33.7 

25.9 
28.4 

33.7 

26.0 26.0 

20.8 
24.3 

41.4 

26.8 
24.7 

26.9 

46.4 

36.5 36.2 

41.5 40.5 

27.5 

42.1 

28.2 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

𠮷原 新宿 河原 根岸上根岸下 市場 坊村 馬場 宮地 金手 西大井上大井 篠窪 柳 高尾 赤田 上山田中屋敷下山田 全体

自治会別高齢化率（％）
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472,541 475,650 
447,921 

316,764 

370,552 
436,054 

87,402 94,703 
121,643 

10,857 12,928 12,560 

1,188 1,246 0 0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

平成30年 令和元年 令和2年

介護保険サービス供給量の推移

在宅サービス

施設サービス

居住系サービス

（介護予防）在宅サービス

（介護予防）居住系サービス

(千円)

62 59 55 65 67 70 76 90 
65 76 70 67 69 70 75 93 

127 118 134 138 145 154 163 
196 

129 141 123 127 132 135 145 

174 
94 94 96 93 95 101 

109 

145 

103 86 103 106 110 116 
127 

142 

68 86 68 67 69 
75 

79 

106 

648 660 649 663 
687 

721 
774 

946 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和7年 令和22年

要介護認定者数の推移

要介護5

要介護4

要介護3

要介護2

要介護1

要支援2

要支援1

(人)

２ 介護保険サービスの利用状況 

（１）要介護認定者数の推移 

要介護（支援）認定者数は、増加傾向にあり、令和元年には、660 人となっていま

す。推計をみると、令和 3 年以降増加していくことが予想されています。介護度別で

みると、要支援 1、要介護１の増加率が高い傾向が見られます。令和 22 年では要支

援１、要介護３、要介護５で増加率が高くなっています。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

（２）介護保険サービス供給量の推移 

介護サービスでは、在宅サービスは減少傾向にあり、施設サービス・居住系サービ

スは増加傾向にあります。 

介護予防サービスでは、在宅サービスは大きな変化はみられませんが、居住系サー

ビスは令和 2 年には供給がみられません。 

   

  

 

 

 

 

 

 

 

※ 厚生労働省「介護保険事業状況報告」【９月 3０日現在】、令和３年度以降は「見える化システム」による推計 

※ 「見える化システム」 令和２年度は推計 
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4.2

4.6

22.3

5.7

7.4

28.6

12.0

17.6

26.1

20.8

21.3

12.5

29.2

35.2

6.3

24.5

10.2

2.4

3.6

3.7

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要介護認定者（総数192）

事業対象者 要支援認定者（総数108）

一般高齢者（総数287）

65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90歳以上 無回答

３ アンケート調査結果から見た現状 

（１）属性 

① 年齢 

一般高齢者よりも事業対象者・要支援認定者の方が、事業対象者・要支援認定者よ

りも要介護認定者の方が年齢階層が高くなっています。 

一般高齢者では、「70～74 歳」が 28.6％で最も多く、「75～79 歳」（26.1％）、

「65～69 歳」（22.3％）、「80～84 歳」（12.5％）が続きます。 

事業対象者・要支援認定者では、「85～89 歳」が 35.2％で最も多く、「80～84

歳」（21.3％）、「75～79 歳」（17.6％）、「90歳以上」（10.2％）が続きます。 

要介護認定者では、「85～89 歳」が 29.2％で最も多く、「90 歳以上」（24.5％）、

「80～84 歳」（20.8％）、「75～79 歳」（12.0％）が続きます。 
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12.3

18.2

24.1

9.4

6.8

24.0

24.1

40.4

11.0

2.1

1.9

3.8

10.3

39.1

29.6

20.9

59.6

15.1

12.0

19.9

0.0

1.6

8.3

5.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

２号（総数146）

要介護認定者（総数192）

事業対象者 要支援認定者（総数108）

一般高齢者（総数287）

１人暮らし 夫婦２人暮らし(配偶者65歳以上)

夫婦２人暮らし(配偶者64歳以下) 息子・娘との２世帯

その他 無回答

② 家族構成 

一般高齢者では、「夫婦２人暮らし(配偶者 65 歳以上)」が 40.4％で最も多く、

「息子・娘との２世帯」（20.9％）、「その他」（19.9％）、「１人暮らし」（9.4％）が

続きます。 

事業対象者・要支援認定者では、「息子・娘との２世帯」が 29.6％で最も多く、

「１人暮らし」（24.1％）、「夫婦２人暮らし(配偶者 65 歳以上)」（24.1％）、「その

他」（12.0％）が続きます。 

要介護認定者では、「息子・娘との２世帯」が 39.1％で最も多く、「夫婦２人暮ら

し(配偶者 65 歳以上)」（24.0％）、「１人暮らし」（18.2％）、「その他」（15.1％）

が続きます。 

一般高齢者、事業対象者・要支援認定者、要介護認定者、いずれの調査結果におい

ても、「１人暮らし」と「夫婦２人暮らし(配偶者 65 歳以上)」を合わせると４割を

超えています。しかし、何らかの介護が必要な状況となると、「息子・娘との 2 世帯」

が多くなる傾向が見られます。 

２号被保険者では、「その他」が 59.6％で最も多く、「１人暮らし」（12.3％）、

「夫婦２人暮らし(配偶者 64 歳以下)」（11.0％）、「息子・娘との２世帯」（10.3％）

が続きます。 
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28.1

4.6

22.3

56.8

43.5

60.3

11.6

34.3

12.9

2.1

7.4

1.4

1.4

10.2

3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

２号（総数146）

事業対象者 要支援認定者（総数108）

一般高齢者（総数287）

とてもよい まあよい あまりよくない よくない 無回答

32.4

87.5

14.8

2.1

32.4

0.7

20.4

9.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業対象者 要支援認定者（総数108）

一般高齢者（総数287）

介護・介助は必要ない

何らかの介護・介助は必要だが、現在は受けていない

現在、何らかの介護を受けている（介護認定を受けずに家族などの介護を受けている場合も含む）

無回答

（２）健康 

① 現在の健康状態 

２号被保険者よりも一般高齢者が、一般高齢者よりも事業対象者・要支援認定者

が、現在の健康状態は悪くなっています。 

一般高齢者では、「まあよい」が 60.3％で最も多く、「とてもよい」（22.3％）、

「あまりよくない」（12.9％）、「よくない」（1.4％）が続きます。 

事業対象者・要支援認定者では、「まあよい」が 43.5％で最も多く、「あまりよく

ない」（34.3％）、「よくない」（7.4％）、「とてもよい」（4.6％）が続きます。 

２号被保険者では、「まあよい」が 56.8％で最も多く、「とてもよい」（28.1％）、

「あまりよくない」（11.6％）、「よくない」（2.1％）が続きます。 

 

 

 

 

 

 

 

② 普段の生活での介護・介助の要否 

一般高齢者では、「介護・介助は必要ない」が 87.5％で最も多く、「何らかの介護・

介助は必要だが、現在は受けていない」（2.1％）、「現在、何らかの介護を受けてい

る（介護認定を受けずに家族などの介護を受けている場合も含む）」（0.7％）が続き

ます。 

事業対象者・要支援認定者では、「介護・介助は必要ない」及び「現在、何らかの

介護を受けている（介護認定を受けずに家族などの介護を受けている場合も含む）」

が 32.4％で最も多く、「何らかの介護・介助は必要だが、現在は受けていない」

（14.8％）が続きます。 
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3.9

0.0

11.8

37.3

13.7

21.6

5.9

2.0

9.8

9.8

0.0

9.8

3.9

0.0

15.7

15.7

50.0

0.0

12.5

12.5

0.0

12.5

0.0

0.0

12.5

12.5

0.0

0.0

0.0

0.0

12.5

12.5

0 10 20 30 40 50

無回答

不明

その他

高齢による衰弱

脊椎損傷

骨折・転倒

視覚・聴覚障害

腎疾患（透析）

糖尿病

パーキンソン病

認知症（アルツハイマー病等）

関節の病気（リウマチ等）

呼吸器の病気（肺気腫・肺炎等）

がん（悪性新生物）

心臓病

脳卒中（脳出血 脳梗塞等）

一般高齢者（総数8）

事業対象者 要支援認定者（総数51）

(%)

③ 介護・介助が必要になった主な原因 

一般高齢者では、「脳卒中（脳出血･脳梗塞等）」「心臓病」「パーキンソン病」「糖尿

病」が 12.5％で最も多くなっています。 

事業対象者・要支援認定者では、「高齢による衰弱」が 37.3％で最も多く、「骨折・

転倒」（21.6％）、「脳卒中（脳出血･脳梗塞等）」「心臓病」（15.7％）が続きます。 
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6.2

5.5

2.1

6.2

0.0

0.0

2.1

0.0

2.1

2.1

3.4

0.7

4.1

4.1

9.6

5.5

2.7

1.4

24.7

45.9

11.1

7.4

9.3

17.6

5.6

0.9

1.9

3.7

3.7

9.3

21.3

12.0

3.7

4.6

1.9

14.8

10.2

13.9

42.6

4.6

8.4

5.6

1.7

11.1

0.3

0.3

2.4

2.4

3.5

1.7

6.3

6.3

3.5

3.8

8.4

9.1

6.3

2.4

39.7

21.3

0 10 20 30 40 50

無回答

その他

耳の病気

目の病気

パーキンソン病

認知症（アルツハイマー病等）

うつ病

血液・免疫の病気

がん（悪性新生物）

外傷（転倒・骨折等）

筋骨格の病気（骨粗しょう症、関節症等）

腎臓・前立腺の病気

胃腸・肝臓・胆のうの病気

呼吸器の病気（肺炎や気管支炎等）

高脂血症（脂質異常）

糖尿病

心臓病

脳卒中（脳出血・脳梗塞等）

高血圧

ない

一般高齢者（総数287）

事業対象者 要支援認定者（総数108）

２号（総数146）

(%)(%)

④ 現在治療中または後遺症のある病気 

一般高齢者では、「高血圧」が 39.7％で最も多く、「ない」（21.3％）、「目の病気」

（11.1％）、「糖尿病」（9.1％）が続きます。 

事業対象者・要支援認定者では、「高血圧」が 42.6％で最も多く、「筋骨格の病気

（骨粗しょう症、関節症等）」（21.3％）、「目の病気」（17.6％）、「糖尿病」（14.8％）

が続きます。 

２号被保険者でみると、「ない」が 4５.９％で最も多く、「高血圧」（24.7％）、「高

脂血症(脂質異常)」（9.6％）が続きます。 
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17.9

17.9

4.0

7.9

2.6

12.6

2.0

6.6

31.8

4.6

1.3

16.6

17.2

11.3

5.3

1.3

13.9

0 10 20 30 40

脳血管疾患（脳卒中）

心疾患（心臓病）

悪性新生物（がん）

呼吸器疾患

腎疾患（透析）

筋骨格系疾患（骨粗しょう症、脊柱管狭窄症等）

膠原病（関節リウマチ含む）

変形性関節疾患

認知症

パーキンソン病

難病（パーキンソン病を除く）

糖尿病

眼科・耳鼻科疾患（視覚・聴覚障害を伴うもの）

その他

なし

わからない

無回答

要介護認定者（総数192）

(%)

⑤ 現在抱えている病気 

要介護認定者では、「認知症」が 31.8％で最も多く、「脳血管疾患（脳卒中）」・「心

疾患（心臓病）」（17.9％）、「眼科・耳鼻科疾患（視覚・聴覚障害を伴うもの）」（17.2％）

が続きます。 
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7.5

2.7

29.5

21.2

26.0

24.0

70.5

19.4

0.9

23.1

22.2

33.3

52.8

56.5

18.1

4.2

15.0

12.2

28.6

29.6

58.9

0 20 40 60 80

無回答

その他

うつ病予防について

歯の健康について

望ましい食生活について

転倒骨折の予防について

認知症の予防について

一般高齢者（総数287）

事業対象者 要支援認定者（総数108）

２号（総数146）

(%)

3.4

8.2

30.1

25.3

8.2

43.8

44.5

7.4

24.1

40.7

1.9

7.4

10.2

25.9

2.8

19.9

42.2

5.9

3.8

22.0

32.8

0 20 40 60

その他

無回答

自治会の公民館などの施設

総合体育館

そうわ会館

生涯学習センター

保健福祉センター

一般高齢者（総数287）

事業対象者 要支援認定者（総数108）

２号（総数146）

(%)

（２）介護予防 

① 介護予防に関して知りたいこと 

一般高齢者、事業対象者・要支援認定者とも、「認知症の予防について」が 58.9%、

56.5％で最も多く、「転倒骨折の予防について」、「望ましい食生活について」、「うつ

病予防について」が続きます。 

２号被保険者でみると、「認知症の予防について」が 70.5％で最も多く、「うつ病

予防について」、「望ましい食生活について」、「転倒骨折の予防について」が続きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 介護予防の教室や事業がある場合参加したい場所 

一般高齢者、事業対象者・要支援認定者では、「自治会の公民館などの施設」が

42.2%、40.7％で最も多く、「保健福祉センター」「生涯学習センター」が続きます。 

２号被保険者でみると、「保健福祉センター」が 44.5％で最も多く、「生涯学習セ

ンター」（43.8％）、「自治会の公民館などの施設」（30.1％）、「総合体育館」（25.3％）

が続きます。 
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7.5

11.6

3.4

13.7

1.4

15.8

32.9

37.0

30.1

11.0

29.5

21.9

14.1

12.0

4.2

12.5

4.7

6.3

14.6

28.1

25.0

6.8

39.1

19.3

21.3

16.7

1.9

8.3

2.8

8.3

9.3

16.7

14.8

13.0

26.9

28.7

12.5

19.9

1.4

11.1

2.4

9.1

23.7

23.7

28.6

6.3

24.4

25.8

0 20 40 60

無回答

不安に感じていることはない

その他

生活の場について

近所の人などの無理解や偏見

家庭内の人間関係

介護者の経済的負担

介護者の精神的ストレス

介護者の肉体的負担

介護者の不在

認知症の症状の進行

認知症の相談先・受診先

一般高齢者（総数287）

事業対象者 要支援認定者（総数108）

要介護認定者（総数192）

２号（総数146）

(%)

（３）認知症 

① 認知症について不安に感じること 

一般高齢者では、「介護者の肉体的負担」が 28.6％で最も多く、「認知症の相談先・

受診先」（25.8％）、「認知症の症状の進行」（24.4％）、「介護者の精神的ストレス」

（23.7％）が続きます。 

事業対象者・要支援認定者では、「認知症の相談先・受診先」が 28.7％で最も多

く、「認知症の症状の進行」（26.9％）、「介護者の精神的ストレス」（16.7％）、「介

護者の肉体的負担」（14.8％）が続きます。 

要介護認定者では、「認知症の症状の進行」が 39.1％で最も多く、「介護者の精神

的ストレス」（28.1％）、「介護者の肉体的負担」（25.0％）、「認知症の相談先・受診

先」（19.3％）が続きます。 

２号被保険者でみると、「介護者の精神的ストレス」が 37.0％で最も多く、「介護

者の経済的負担」（32.9％）、「介護者の肉体的負担」（30.1％）、「認知症の症状の進

行」（29.5％）が続きます。 
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3.4

3.4

22.6

32.9

35.6

10.3

4.8

7.5

4.1

16.4

32.2

30.1

19.9

17.8

78.1

22.9

4.2

4.2

34.4

28.6

15.1

8.9

2.6

6.3

20.8

18.2

19.3

11.5

12.5

50.5

19.4

2.8

6.5

24.1

25.0

16.7

10.2

4.6

3.7

13.9

17.6

19.4

18.5

24.1

61.1

18.8

1.0

8.7

30.0

22.3

8.7

8.0

3.5

5.2

16.7

25.8

19.2

15.3

21.6

65.9

0 20 40 60 80

無回答

その他

若年性認知症に対する支援

認知症グループホームや特別養護老人ホームなどの施設整備

医療と介護の連携

介護従事者（ヘルパーなど）に対する研修

かかりつけ医に対する研修

成年後見制度や虐待防止などの制度の充実

学校教育や地域行事での住民啓発

認知症を見守るボランティアの養成（認知症サポーターなど）

徘徊行動への対処策の充実（ネットワーク形成・徘徊探知システム・声かけ運動など）

家族向け研修会の開催（認知症の介護・コミュニケーション方法など）

家族の交流会や家族相談会などの支援

予防教室や講演会などの支援

早期発見・早期診療の仕組みづくり

一般高齢者（総数287）

事業対象者 要支援認定者（総数108）

要介護認定者（総数192）

２号（総数146）

(%)

② 認知症対策を進めていくうえで重点を置くべきこと 

一般高齢者、事業対象者・要支援認定者、要介護認定者、２号被保険者とも、「早

期発見・早期診療の仕組みづくり」が最も多く、50%を超えています。 

一般高齢者では、「認知症グループホームや特別養護老人ホームなどの施設整備」

（30.0％）、「徘徊行動への対処策の充実（ネットワーク形成・徘徊探知システム・

声かけ運動など）」（25.8％）、「医療と介護の連携」（22.3％）が続きます。 

事業対象者・要支援認定者では、「医療と介護の連携」（25.0％）、「予防教室や講

演会などの支援」（24.1％）、「認知症グループホームや特別養護老人ホームなどの施

設整備」（24.1％）が続きます。 

要介護認定者では、「認知症グループホームや特別養護老人ホームなどの施設整備」

（34.4％）、「医療と介護の連携」（28.6％）、「認知症を見守るボランティアの養成

（認知症サポーターなど）」（20.8％）が続きます。 

２号被保険者でみると、「医療と介護の連携」（35.6％）、「認知症グループホーム

や特別養護老人ホームなどの施設整備」（32.9％）、「徘徊行動への対処策の充実（ネ

ットワーク形成・徘徊探知システム・声かけ運動など）」（32.2％）が続きます。 
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8.2

33.3

8.3

5.9

90.4

60.4

83.3

87.5

1.4

6.3

8.3

6.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

２号（総数146）

要介護認定者（総数192）

事業対象者 要支援認定者（総数108）

一般高齢者（総数287）

はい いいえ 無回答

17.8

32.8

17.6

23.0

82.2

59.9

73.1

68.3

0.0

7.3

9.3

8.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

２号（総数146）

要介護認定者（総数192）

事業対象者 要支援認定者（総数108）

一般高齢者（総数287）

はい いいえ 無回答

③ 認知症の症状がある又は家族に認知症の症状がある人の有無 

一般高齢者、事業対象者・要支援認定者では、「いいえ」が 80%を超えています。 

要介護認定者では、「はい」33.3％、「いいえ」60.4％となっています。 

2 号被保険者でも、「いいえ」が 80%を超えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 認知症に関する相談窓口を知っているか 

一般高齢者では、「はい」23.0％、「いいえ」68.3％、事業対象者・要支援認定者

では、「はい」17.6％、「いいえ」73.1％となっています。 

要介護認定者では、「はい」32.8％、「いいえ」59.9％となっています。 

２号被保険者でみると、「はい」17.8％、「いいえ」82.2％です。 
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8.9

15.1

0.0

17.8

44.5

3.4

24.7

19.3

21.9

0.0

28.6

12.5

4.7

31.8

20.4

10.2

2.8

37.0

1.9

3.7

40.7

21.3

9.1

0.3

26.8

13.2

6.3

34.1

0 10 20 30 40 50

無回答

その他

スーパー等での掲示

病院・薬局等の掲示

インターネット

町公式ホームページ

町広報

一般高齢者（総数287）

事業対象者 要支援認定者（総数108）

要介護認定者（総数192）

２号（総数146）

(%)

⑤ 認知症についての情報の取得方法 

一般高齢者、事業対象者・要支援認定者、要介護認定者では、「町広報」が 34.1%、

40.7%、31.8％で最も多く、「病院・薬局等の掲示」（26.8%、37.0%、28.6％）

が続きます。 

２号被保険者でみると、「インターネット」が 44.5％で最も多く、「町広報」

（24.7％）が続きます。 
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1.9

22.2

3.7

25.9

21.3

1.9

10.2

13.9

25.0

38.0

13.0

28.7

21.3

33.3

25.0

7.3

61.0

0.3

6.6

8.4

1.4

7.0

2.8

7.0

13.9

3.8

4.5

5.6

4.5

4.9

0 20 40 60 80

無回答

特にはない

その他

通院

身体的なこと

契約トラブルや詐欺

土地や家屋などの財産管理・相続

預貯金の出し入れ

季節の衣類・器具の出し入れ

庭木の手入れ

洗濯

掃除

調理

買い物

ごみ出し

一般高齢者（総数287）

事業対象者 要支援認定者（総数108）

(%)

（４）日常生活 

① 日常生活で困ること 

一般高齢者、事業対象者・要支援認定者とも、「庭木の手入れ」が 13.9％、38.0％

で最も多くなっています。 

一般高齢者では、「身体的なこと」（8.4％）、「季節の衣類・器具の出し入れ」（7.0％）、

「土地や家屋などの財産管理・相続」（7.0％）が続き、事業対象者・要支援認定で

は、「買い物」（33.3％）、「掃除」（28.7％）、「通院」（25.9％）が続きます。 
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現在利用している、また

は、利用したことがある

4.6

3.7

1.9

11.1

0.9

0.9

8.3

9.3

制度を知っているが、

利用したことはない

46.3

12.0

21.3

12.0

14.8

12.0

43.5

18.5

制度を知

らない

28.7

60.2

51.9

45.4

50.0

50.0

17.6

39.8

無回答

20.4

24.1

25.0

31.5

34.3

37.0

30.6

32.4

ひとり暮らし高齢者等配食サービス

緊急通報システム事業

成年後見制度利用支援事業

あしがら安心キット配付事業

足柄上地区認知症等行方不明

SOSネットワーク事業

認知症サポーター養成講座

巡回福祉バスの運行

避難行動要支援者登録制度

事業対象者 要支援認定者（総数108） 単位:％

現在利用している、また

は、利用したことがある

1.0

0.0

0.0

1.7

0.7

1.4

3.1

0.3

制度を知っているが、

利用したことはない

49.1

20.2

32.1

16.0

17.8

18.1

53.3

30.3

制度を知

らない

26.1

55.1

41.1

52.3

52.6

50.2

14.6

39.4

無回答

23.7

24.7

26.8

30.0

28.9

30.3

28.9

30.0

ひとり暮らし高齢者等配食サービス

緊急通報システム事業

成年後見制度利用支援事業

あしがら安心キット配付事業

足柄上地区認知症等行方不明

SOSネットワーク事業

認知症サポーター養成講座

巡回福祉バスの運行

避難行動要支援者登録制度

一般高齢者（総数287） 単位:％

② 福祉サービス利用状況 

一般高齢者では、「巡回福祉バスの運行」が 3.1%で最も多く、「あしがら安心キッ

ト配付事業」（1.7％）、「認知症サポーター養成講座」（1.4％）、「ひとり暮らし高齢

者等配食サービス」（1.0％）が続きます。 

事業対象者・要支援認定者、要介護認定者では、「あしがら安心キット配付事業」

が 11.1%、12.0％で最も多くなっています。 

なお、事業対象者・要支援認定者では、「避難行動要支援者登録制度」（9.3％）、

「巡回福祉バスの運行」（8.3％）、「ひとり暮らし高齢者等配食サービス」（4.6％）

が続き、要介護認定者では「ひとり暮らし高齢者等配食サービス」（9.4％）、「避難

行動要支援者登録制度」（8.3％）、「巡回福祉バスの運行」（5.7％）が続きます。 
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現在利用している、また

は、利用したことがある

9.4

1.6

0.5

12.0

0.5

0.5

5.7

8.3

制度を知っているが、

利用したことはない

47.9

26.0

29.2

19.3

27.1

25.0

54.2

35.4

制度を知

らない

25.5

51.0

46.4

45.3

48.4

50.0

20.3

33.9

無回答

17.2

21.4

24.0

23.4

24.0

24.5

19.8

22.4

ひとり暮らし高齢者等配食サービス

緊急通報システム事業

成年後見制度利用支援事業

あしがら安心キット配付事業

足柄上地区認知症等行方不明

SOSネットワーク事業

認知症サポーター養成講座

巡回福祉バスの運行

避難行動要支援者登録制度

要介護認定者（総数=192） 単位:％
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 福祉サービス利用意向 

一般高齢者、事業対象者・要支援認定者、要介護認定者とも、「避難行動要支援者

登録制度」が 19.2%、21.3%、25.0％で最も多く、「あしがら安心キット配付事業」

が 16.4％、18.5%、23.4％と続きます。 

なお、一般高齢者では、「巡回福祉バスの運行」、「足柄上地区認知症等行方不明

SOS ネットワーク事業」が続き、事業対象者・要支援認定者では、「ひとり暮らし高

齢者等配食サービス」、「巡回福祉バスの運行」が続き、要介護認定者では、「ひとり

暮らし高齢者等配食サービス」、「緊急通報システム事業」が続きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

利用し続けたい、

利用したい

9.4

10.5

4.9

16.4

11.5

9.4

14.3

19.2

利用するつ

もりはない

19.9

15.3

23.7

11.8

10.5

10.5

20.6

11.1

わから

ない

50.9

52.6

48.8

46.7

51.9

53.0

40.8

44.9

無回答

19.9

21.6

22.6

25.1

26.1

27.2

24.4

24.7

ひとり暮らし高齢者等配食サービス

緊急通報システム事業

成年後見制度利用支援事業

あしがら安心キット配付事業

足柄上地区認知症等行方不明

SOSネットワーク事業

認知症サポーター養成講座

巡回福祉バスの運行

避難行動要支援者登録制度

一般高齢者（総数287） 単位:％
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利用し続けたい、

利用したい

15.6

14.6

6.8

23.4

9.4

9.4

13.0

25.0

利用するつ

もりはない

27.1

18.2

24.0

12.5

18.8

17.2

25.5

12.5

わから

ない

35.4

42.7

44.3

39.1

46.9

48.4

37.5

38.0

無回答

21.9

24.5

25.0

25.0

25.0

25.0

24.0

24.5

ひとり暮らし高齢者等配食サービス

緊急通報システム事業

成年後見制度利用支援事業

あしがら安心キット配付事業

足柄上地区認知症等行方不明

SOSネットワーク事業

認知症サポーター養成講座

巡回福祉バスの運行

避難行動要支援者登録制度

要介護認定者（総数=192） 単位:％

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

利用し続けたい、

利用したい

16.7

13.0

2.8

18.5

9.3

4.6

13.9

21.3

利用するつ

もりはない

12.0

11.1

14.8

2.8

10.2

13.0

16.7

4.6

わから

ない

49.1

54.6

60.2

47.2

50.9

50.0

39.8

42.6

無回答

22.2

21.3

22.2

31.5

29.6

32.4

29.6

31.5

ひとり暮らし高齢者等配食サービス

緊急通報システム事業

成年後見制度利用支援事業

あしがら安心キット配付事業

足柄上地区認知症等行方不明

SOSネットワーク事業

認知症サポーター養成講座

巡回福祉バスの運行

避難行動要支援者登録制度

事業対象者 要支援認定者（総数108）
単位:％



24 

 

21.9 54.3 23.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要介護認定者（総数151）

男性 女性 無回答

0.0

0.0

0.7

4.7

26.9

26.2

17.1

13.5

1.1

9.8

0.0 10.0 20.0 30.0

20歳未満

20代

30代

40代

50代

60代

70代

80歳以上

わからない

無回答 要介護認定者（総数275）

(%)

（５）主な介護者について（この項目は介護認定者のみが回答する項目です） 

① 介護者の性別 

要介護認定者では、「女性」は 54.3％、「男性」は 21.9％となっています。 

 

 

 

 

 

② 介護者の年齢 

要介護認定者では、「50歳代」が 26.9％で最も多く、「60歳代」（26.2％）、「70

歳代」（17.1％）、「80歳代」（13.5％）が続きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



25 

 

18.9 22.5 45.8 1.111.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要介護認定者（総数275）

フルタイムで働いている

パートタイムで働いている

働いていない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

7.3 

1.8 

1.5 

0.0 

65.8 

2.5 

21.5 

0 20 40 60 80

主な介護者が仕事を辞めた（転職除く）

主な介護者以外の家族・親族が仕事を辞めた（転職除く）

主な介護者が転職した

主な介護者以外の家族・親族が転職した

介護のために仕事を辞めた家族・親族はいない

わからない

無回答

要介護認定者（総数151） (%)

③ 介護を主な理由として過去 1 年の間に仕事を辞めた方の有無 

要介護認定者では、「介護のために仕事を辞めた家族・親族はいない」が 65.8％

で最も多く、「主な介護者が仕事を辞めた（転職除く）」（7.3％）、「主な介護者以外

の家族・親族が仕事を辞めた（転職除く）」（1.8％）、「主な介護者が転職した」（1.5％）

が続きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 主な介護者の現在の勤務形態 

要介護認定者では、「働いていない」が 45.8％で最も多く、「パートタイムで働い

ている」（22.5%）、「フルタイムで働いている」（18.9％）、「主な介護者に確認しな

いと、わからない」（1.1％）が続きます。 
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4.6

11.3

13.9

11.9

7.9

2.6

0.7

6.6

3.3

17.2

2.0

48.3

0 20 40 60

自営業・フリーランス等のため、勤め先はない

介護休業・介護休暇等の制度の充実

制度を利用しやすい職場づくり

労働時間の柔軟な選択（フレックスタイム制など）

働く場所の多様化（在宅勤務・テレワークなど）

仕事と介護の両立に関する情報の提供

介護に関する相談窓口・相談担当者の設置

介護をしている従業員への経済的な支援

その他

特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

要介護認定者（総数151） (%)

23.7 55.3 9.6 4.45.31.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要介護認定者（総数114）

問題なく、続けていける

問題はあるが、何とか続けていける

続けていくのは、やや難しい

続けていくのは、かなり難しい

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

⑤ 主な介護者は今後も働きながら介護を続けていけそうか 

要介護認定者では、「フルタイムで働いている」「パートタイムで働いている」方で

みると、「問題はあるが、何とか続けていける」が 55.3％で最も多く、「問題なく、

続けていける」（23.7％）、「続けていくのは、やや難しい」（9.6％）、「主な介護者に

確認しないと、わからない」（5.3％）、「続けていくのは、かなり難しい」（4.4％）

が続きます。 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 主な介護者にとって介護と仕事の両立に効果がある勤め先の支援 

要介護認定者では、「制度を利用しやすい職場づくり」が 13.9％で最も多く、「労

働時間の柔軟な選択（フレックスタイム制など）」（11.9％）、「介護休業・介護休暇

等の制度の充実」（11.3％）、「働く場所の多様化（在宅勤務・テレワークなど）」（7.9％）

が続きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



27 

 

11.3

14.2

4.0

17.1

4.4

4.0

11.6

17.1

7.3

21.8

3.6

12.7

7.6

7.3

4.4

5.5

2.9

28.4

0 10 20 30

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

要介護認定者（総数275） (%)

⑦ 現在の生活を継続していくにあたって主な介護者が不安に感じる介護等 

要介護認定者では、「認知症状への対応」が 21.8％で最も多く、「入浴・洗身」

「外出の付き添い、送迎等」（17.1％）、「夜間の排泄」（14.2％）、「食事の準

備（調理等）」（12.7％）が続きます。 
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週４回

以上

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.9

週２～

３回

0.0

0.9

0.0

0.0

1.9

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

週１回

0.0

1.9

0.9

0.0

0.0

0.9

0.9

0.0

0.0

0.0

月１～

３回

3.7

2.8

0.9

1.9

0.0

0.9

1.9

3.7

2.8

0.9

年に数回

2.8

0.0

3.7

0.0

6.5

1.9

0.0

3.7

16.7

0.9

参加して

いない

70.4

71.3

72.2

75.0

69.4

73.1

73.1

69.4

57.4

74.1

無回答

23.1

23.1

22.2

23.1

22.2

23.1

24.1

23.1

23.1

23.1

ボランティアのグループ

スポーツ関係のグループやクラブ

趣味関係のグループ

学習・教養サークル

ふくしの会

脳トレ会(コグニサイズ会)

うたごえ

老人クラブ

町内会・自治会

収入のある仕事

単位:％

事業対象者 要支援認定者（総数108）

週４回

以上

1.0

1.4

1.4

0.0

0.0

0.0

0.0

0.3

0.3

12.9

週２～

３回

0.3

3.5

1.7

0.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.3

9.1

週１回

1.0

2.4

2.8

0.7

0.3

0.0

0.0

0.0

1.0

0.3

月１～

３回

3.5

4.2

8.4

2.1

4.2

0.7

2.8

2.8

5.2

1.0

年に数回

4.9

3.1

5.9

1.0

8.7

0.3

1.4

4.2

35.9

0.3

参加して

いない

68.3

64.8

60.6

73.5

67.2

77.0

74.2

74.2

38.0

57.1

無回答

20.9

20.6

19.2

22.3

19.5

22.0

21.6

18.5

19.2

19.2

ボランティアのグループ

スポーツ関係のグループやクラブ

趣味関係のグループ

学習・教養サークル

ふくしの会

脳トレ会(コグニサイズ会)

うたごえ

老人クラブ

町内会・自治会

収入のある仕事

単位:％

一般高齢者（総数287）

（６）地域での活動 

① 参加している地域活動 

参加率が相対的に高いのは、一般高齢者では、「町内会・自治会」「収入のある仕事」

「趣味関係のグループ」「スポーツ関係のグループやクラブ」、事業対象者・要支援認

定者では、「町内会・自治会」「ふくしの会」「老人クラブ」「ボランティアのグループ」

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



29 

 

6.8

6.5

3.8

53.4

28.7

44.9

39.0

53.7

40.4

0.7

11.1

10.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

２号（総数146）

事業対象者 要支援認定者（総数108）

一般高齢者（総数287）

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 無回答

2.7

2.8

1.7

41.1

18.5

32.4

55.5

65.7

57.1

0.7

13.0

8.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

２号（総数146）

事業対象者 要支援認定者（総数108）

一般高齢者（総数287）

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 無回答

② 地域住民の有志による地域づくり活動への参加意向 

一般高齢者では、「参加してもよい」が 44.9％で最も多く、「参加したくない」

（40.4％）、「是非参加したい」（3.8％）が続きます。 

事業対象者・要支援認定者では、「参加したくない」が 53.7％で最も多く、「参加

してもよい」（28.7％）、「是非参加したい」（6.5％）が続きます。 

２号被保険者でみると、「参加してもよい」が 53.4％で最も多く、「参加したくな

い」（39.0％）、「是非参加したい」（6.8％）が続きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 地域住民の有志による地域づくり活動への企画・運営参加意向 

一般高齢者、事業対象者・要支援認定者、2 号被保険者いずれの調査対象でも、「参

加したくない」が 57.1%、65.7％、55.5％で最も多くなっています。また、「是非

参加したい」と「参加してもよい」と合わせて 34.1％、21.3%、43.8%となって

います。 
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3.4

44.5

19.2

6.2

28.1

2.7

4.1

4.1

8.3

6.3

5.7

18.8

35.9

73.4

19.8

12.5

9.3

19.4

1.9

14.8

32.4

40.7

21.3

10.2

11.5

36.2

3.5

13.6

27.9

4.9

12.9

12.9

0 20 40 60 80

無回答

そのような人はいない

その他

地域包括支援センター・役場

医師・歯科医師・看護師

ケアマネジャー

社会福祉協議会・民生委員

自治会・町内会・老人クラブ

一般高齢者（総数287）

事業対象者 要支援認定者（総数108）

要介護認定者（総数192）

２号（総数146）

(%)

（７）たすけあい 

① 家族、友人・知人以外の相談相手 

一般高齢者では、「そのような人はいない」が 36.2%で最も多く、「医師・歯科医

師・看護師」（27.9％）、「地域包括支援センター・役場」（13.6％）、「自治会・町内

会・老人クラブ」「社会福祉協議会・民生委員児童委員」（12.9％）が続きます。 

事業対象者・要支援認定者、要介護認定者では、「ケアマネジャー」が 40.7％、

73.4％で最も多く、「医師・歯科医師・看護師」（32.4％、35.9％）、「社会福祉協

議会・民生委員児童委員」（21.3％、19.8％）、「地域包括支援センター・役場」（14.8％、

18.8％）が続きます。 

2 号被保険者では、「そのような人はいない」が 44.5%で最も多く、「医師・歯科

医師・看護師」（28.1%）、「地域包括支援センター・役場」（6.2%）、「自治会・町内

会・老人クラブ」「社会福祉協議会・民生委員児童委員」が（4.1%）で続きます。 
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89.6

75.0

88.2

5.7

16.7

6.6

4.7

8.3

5.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要介護認定者（総数192）

事業対象者 要支援認定者（総数108）

一般高齢者（総数287）

いる いない 無回答

1.7

7.0

7.0

7.0

22.1

34.9

53.5

26.7

1.2

1.2

7.4

16.0

30.9

42.0

51.9

42.0

0.4

0.4

15.8

4.0

38.3

43.9

44.7

68.4

0 20 40 60 80

無回答

その他

友人

民生委員

近所の人

別居の家族 親族

同居の家族 親族

配偶者

一般高齢者（総数253）

事業対象者 要支援認定者（総数81）

要介護認定者（総数172）

(%)

② 災害時や緊急時に身近で手助けをしてくれる人の有無 

一般高齢者、事業対象者・要支援認定者、要介護認定者とも、「いる」が 75%以

上となっています。 

事業対象者・要支援認定者では、「いない」が 16.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

「いる」場合の手助けしてくれる人については、一般高齢者では、「配偶者」が

68.4％で最も多く、「同居の家族･親族」（44.7％）、「別居の家族･親族」（43.9％）、

「近所の人」（38.3％）が続きます。 

事業対象者・要支援認定者では、「同居の家族･親族」が 51.9％で最も多く、「配

偶者」（42.0％）、「別居の家族･親族」（42.0％）、「近所の人」（30.9％）が続きま

す。 

要介護認定者では、「同居の家族･親族」が 53.5％で最も多く、「別居の家族･親族」

（34.9％）、「配偶者」（26.7％）、「近所の人」（22.1％）が続きます。 
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60.3

54.6

84.0

35.6

31.5

10.8

4.1

13.9

5.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

２号（総数146）

事業対象者 要支援認定者（総数108）

一般高齢者（総数287）

いる いない 無回答

0.0

9.1

15.9

33.0

59.1

56.8

0.0

10.2

28.8

33.9

52.5

57.6

0.0

19.9

40.7

46.5

42.3

72.2

0 20 40 60 80

無回答

友人

近所の人

別居の家族 親族

同居の家族 親族

配偶者

一般高齢者（総数241）

事業対象者 要支援認定者（総数59）

２号（総数88）

(%)

③ 災害時や緊急時に身近で手助けをする人の有無 

「いる」は、一般高齢者では、84.0％、事業対象者・要支援認定者では、54.6％、

２号被保険者では、60.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

「いる」場合の手助けする人については、一般高齢者では、「配偶者」が 72.2％

で最も多く、「別居の家族･親族」（46.5％）、「同居の家族･親族」（42.3％）、「近所

の人」（40.7％）が続きます。 

事業対象者・要支援認定者では、「配偶者」が 57.6％で最も多く、「同居の家族･

親族」（52.5％）、「別居の家族･親族」（33.9％）、「近所の人」（28.8％）が続きま

す。 

２号被保険者でみると、「同居の家族･親族」が 59.1％で最も多く、「配偶者」

（56.8％）、「別居の家族･親族」（33.0％）、「近所の人」（15.9％）が続きます。 
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14.6

14.8

25.8

24.0

30.6

37.3

26.6

12.0

16.4

1.6

0.9

0.0

25.0

28.7

11.5

8.3

13.0

9.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要介護認定者（総数192）

事業対象者 要支援認定者（総数108）

一般高齢者（総数287）

かなりの負担である やや負担である 妥当な額である

思ったより安い わからない 無回答

（８）介護保険 

① 介護保険料負担感 

一般高齢者では、「やや負担である」が 37.3％で最も多く、「かなりの負担である」

（25.8％）、「妥当な額である」（16.4％）、「わからない」（11.5％）が続きます。 

事業対象者・要支援認定者では、「やや負担である」が 30.6％で最も多く、「わか

らない」（28.7％）、「かなりの負担である」（14.8％）、「妥当な額である」（12.0％）

が続きます。 

要介護認定者では、「妥当な額である」が 26.6％で最も多く、「わからない」

（25.0％）、「やや負担である」（24.0％）、「かなりの負担である」（14.6％）が続

きます。 
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20.5

15.1

15.7

15.3

8.9

12.5

17.6

20.2

19.9

32.8

23.1

24.0

43.2

31.8

30.6

30.0

7.5

7.8

13.0

10.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

２号（総数146）

要介護認定者（総数192）

事業対象者 要支援認定者（総数108）

一般高齢者（総数287）

保険料が今より高くなっても、介護保険サービスを充実すべきである

介護保険サービスが低下しても、保険料は高くならないようにすべきである

今のままでよい

わからない

② 保険料と介護サービスとのあり方について 

一般高齢者では、「わからない」が 30.0％で最も多く、「今のままでよい」（24.0％）、

「介護保険サービスが低下しても、保険料は高くならないようにすべきである」

（20.2％）、「保険料が今より高くなっても、介護保険サービスを充実すべきである」

（15.3％）が続きます。 

事業対象者・要支援認定者では、「わからない」が 30.6％で最も多く、「今のまま

でよい」（23.1％）、「介護保険サービスが低下しても、保険料は高くならないように

すべきである」（17.6％）、「保険料が今より高くなっても、介護保険サービスを充実

すべきである」（15.7％）が続きます。 

要介護認定者では、「今のままでよい」が 32.8％で最も多く、「わからない」

（31.8％）、「保険料が今より高くなっても、介護保険サービスを充実すべきである」

（15.1％）、「介護保険サービスが低下しても、保険料は高くならないようにすべき

である」（12.5％）が続きます。 

２号被保険者でみると、「わからない」が 43.2％で最も多く、「保険料が今より高

くなっても、介護保険サービスを充実すべきである」（20.5％）、「今のままでよい」

（19.9％）、「介護保険サービスが低下しても、保険料は高くならないようにすべき

である」（8.9％）が続きます。 
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0.7

38.4

1.4

0.0

1.4

0.7

4.1

1.4

8.2

8.2

2.1

1.4

32.2

0.0

14.3

0.0

0.0

8.6

0.0

2.9

0.0

5.7

5.7

0.0

0.0

62.9

4.4

16.3

0.4

0.0

1.2

3.2

8.4

0.0

4.4

4.8

0.0

2.0

55.0

0 20 40 60 80

無回答

わからない

その他

介護医療院

介護療養型医療施設

介護老人保健施設（老人保健施設）

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

有料老人ホームなど

軽費老人ホーム・ケアハウス

高齢者対応の賃貸住宅

親族（介護者）の家

自宅

一般高齢者（総数251）

事業対象者 要支援認定者（総数35）

２号（総数146）

(%)

（９）高齢者福祉施策 

① 介護が必要になったときに暮らしたい場所 

一般高齢者、事業対象者・要支援認定者、2 号被保険者とも「自宅」が 55.0%、

62.9%、32.2%で最も多くなっています。 

一般高齢者では、「介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）」（8.4％）、「軽費老

人ホーム・ケアハウス」（4.8％）、「有料老人ホームなど」（4.4％）が続き、事業対

象者・要支援認定者では、「介護療養型医療施設」（8.6％）、「軽費老人ホーム・ケア

ハウス」（5.7％）、「有料老人ホームなど」（5.7％）が続き、２号被保険者では、「軽

費老人ホーム・ケアハウス」（8.2％）、「有料老人ホームなど」（8.2％）、「介護老人

福祉施設（特別養護老人ホーム）」（4.1％）が続きます。 
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2.7

1.9

3.8

95.2

90.7

87.8

2.1

7.4

8.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

２号（総数146）

事業対象者 要支援認定者（総数108）

一般高齢者（総数287）

ある ない 無回答

31.5

49.5

40.7

39.7

65.8

37.5

50.9

51.9

2.7

13.0

8.3

8.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

２号（総数146）

要介護認定者（総数192）

事業対象者 要支援認定者（総数108）

一般高齢者（総数287）

知っている 知らない 無回答

② 地域包括支援センターの認知度 

一般高齢者では「知っている」が 39.7％、「知らない」が 51.9%となっています。 

事業対象者・要支援認定者では「知っている」が 40.7％、「知らない」が 50.9%

となっています。 

要介護認定者では「知っている」が 49.5％、「知らない」が 37.5%となっていま

す。 

２号被保険者では「知っている」が 31.5％、「知らない」が 65.8%となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 虐待経験・見聞の有無 

一般高齢者では、「ない」87.8％、「ある」3.8％となっています。 

事業対象者・要支援認定者では、「ない」90.7％、「ある」1.9％となっています。 

２号被保険者でみると、「ない」95.2％、「ある」2.7％となっています。 
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4.8

2.1

49.3

18.5

8.2

19.9

33.6

23.3

49.3

28.1

78.1

25.0

3.7

40.7

16.7

1.9

20.4

26.9

13.9

29.6

22.2

55.6

17.4

2.4

37.3

18.1

5.2

16.0

34.5

17.1

38.3

18.5

69.3

0 20 40 60 80

無回答

その他

相談窓口の整備（町役場・地域包括支援センターなど）

介護従事者（ヘルパーなど）に対する研修

成年後見制度などの制度の充実

高齢者虐待防止相談などのサポートをするボランティアの養成

地域見守り体制の充実（ネットワーク形成・声かけ動など）

家族向け研修会の開催（介護・コミュニケーション方法など）

介護家族への支援（家族の交流会や家族相談会など）

虐待に関する住民啓発（講演会・広報・地域行事など）

早期発見・早期対応の仕組みづくり

一般高齢者（総数287）

事業対象者 要支援認定者（総数108）

２号（総数146）

(%)

④ 虐待防止重点対策 

一般高齢者、事業対象者・要支援認定者、2 号被保険者、いずれの調査においても

「早期発見・早期対応の仕組みづくり」が 69.3％、55.6％、78.1％で最も多くな

っています。  

一般高齢者では、「介護家族への支援（家族の交流会や家族相談会など）」（38.3％）、

「相談窓口の整備（町役場・地域包括支援センターなど）」（37.3％）、「地域見守り

体制の充実（ネットワーク形成・声かけ動など）」（34.5％）が続き、事業対象者・

要支援認定者では、「相談窓口の整備（町役場・地域包括支援センターなど）」

（40.7％）、「介護家族への支援（家族の交流会や家族相談会など）」（29.6％）、「地

域見守り体制の充実（ネットワーク形成・声かけ動など）」（26.9％）が続き、２号

被保険者では、「介護家族への支援（家族の交流会や家族相談会など）」（49.3％）、

「相談窓口の整備（町役場・地域包括支援センターなど）」（49.3％）、「地域見守り

体制の充実（ネットワーク形成・声かけ動など）」（33.6％）が続きます。 
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5.5

0.7

12.3

2.7

27.4

17.1

15.8

20.5

7.5

7.5

12.3

21.2

23.3

2.7

53.4

11.6

22.6

22.9

3.1

17.2

4.2

30.7

6.3

2.6

9.9

2.6

5.2

7.3

15.6

17.2

2.6

35.4

7.8

18.2

15.7

2.8

8.3

5.6

23.1

5.6

3.7

14.8

5.6

15.7

6.5

23.1

24.1

2.8

38.0

9.3

27.8

13.9

1.0

9.8

3.1

28.6

8.0

6.6

16.0

2.8

10.1

6.6

30.0

19.2

1.0

47.0

9.1

27.2

0 20 40 60

無回答

その他

介護保険サービスの質の確保・向上（事業者の情報開示や介護人材の資質向上）

介護や介護予防に関する情報提供や啓発活動

介護を必要とする高齢者の施設整備（介護老人福祉施設など）

高齢者向けの住宅などの整備

高齢者の就職支援

道路、施設、交通機関などの安全な環境整備

ボランティアの育成・支援

高齢者を近所の人などが支える仕組みづくり

生きがいや社会参加の支援

訪問看護などの在宅医療の充実

介護保険サービスのさらなる充実

高齢者の財産管理など、権利擁護のための援助

介護する家族に対する支援

運動器の向上や認知症予防などの介護予防

健康づくり事業の充実や、疾病予防対策の推進

一般高齢者（総数287）

事業対象者 要支援認定者（総数108）

要介護認定者（総数192）

２号（総数146）

(%)

⑤ 力を入れるべき高齢者施策 

すべての調査対象者において、「介護する家族に対する支援」が最も多く、一般高

齢者では、「訪問看護などの在宅医療の充実」が、事業対象者・要支援認定者では「健

康づくり事業の充実や、疾病予防対策の推進」が、要介護認定者及び 2 号被保険者

では、「介護を必要とする高齢者の施設整備（介護老人福祉施設など）」が続きます。 
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４ 主な事業の第７期における取組結果と課題 

（１）地域包括支援センターの機能強化 

〇 包括的・継続的マネジメント事業【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 地域のケアマネジャーの個別相談窓口の設置等を行い、その支援や指導を行うほか、より
良い暮らしができる地域づくりを目指すため、医療機関を含む様々な関係機関とのネット
ワークづくり、連携・協力体制の構築を実施します。 

取組
結果 

・ あしがらケアマネ連絡会へ地域包括支援センターとして参加し、ケアマネジャーの支援を
実施しました。 

・ 年 6 回開催の「地域けあねっとわーく会議」において地域のニーズや課題を共有し、その
解決に向けて関係機関と共に取組を実施しました。 

・ 新たに令和元年度に介護予防普及展開事業として「介護予防のための地域ケア個別会議」
を開催し、リハビリ専門職も含めた医療・福祉専門職による助言を受け、地域課題の明確
化とレベルの底上げを実施しました。 

課題 

・ 地域けあねっとわーく会議に加え、地域ケア個別会議を開催しても地域課題の明確化が不
十分です。 

・ ケアマネジャーからの相談事例も増加していることから、両会議を活用しながら地域課題
を明確化していくことが必要です。 

 

〇 高齢者虐待防止対策の推進【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 地域包括支援センターに高齢者虐待防止対策に関する総合窓口を設置し、関係機関や地域
とのネットワークを活用し、支援のマネジメントを実施します。 

・ 虐待防止ネットワーク運営委員会を設置し、対応や予防策の検討を実施します。 

取組
結果 

・ ホームページなどで高齢者虐待や相談窓口について周知するとともに、事案については関
係機関と連携し、高齢者虐待防止ネットワーク運営委員会に対応の適正判断を諮り、適切
な対応を実施しました。 

課題 
・ 早期発見や気づきを相談窓口へつなげる流れを周知していく必要があります。また適切な

対応ができるよう、関係機関との連携を強化し、サービスや法的手続きがスムーズに行う
ことのできるネットワークづくりが必要です。 

 

（２）地域における支え合いの推進 

〇 老人クラブへの支援【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 高齢者の志向性が多様化する中、健康づくりや生きがいづくりなど高齢者の多様なニーズ
に対応できるよう、高齢者の自主的な活動の充実を支援します。 

取組
結果 

・ 健康づくりや社会交流を図ることを目的に様々な活動を実施しました。 

課題 
・ 高齢者が年々増加しているにも関わらず、老人クラブ加入者は減少していることから、活

動が活性化するような支援策を講じる必要があります。 
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〇 高齢者の見守りネットワークの構築【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 一人暮らし高齢者や高齢者のみの世帯などの見守りを含め、地域全体で高齢者を見守るネ
ットワークの構築を推進します。 

取組
結果 

・ 作成済みの見守り活動推進のポスターにより町民への周知を実施しました。 
・ 地域の見守りについて考える出前講座を開設し、希望者に開催しました。 
・ 認知症サポーター養成講座の修了者や終了事業者に対し、認知症サポーターステップアッ

プ講座を行い、日常でのさりげない見守りや声掛けなどのさらなる活動について依頼をし
ました。また、H30 年度からオレンジカフェを毎月開催し、認知症当事者・家族と地域
住民・専門職の顔の見える関係づくりを実施しました。 

課題 
・ 認知症サポーター養成講座の受講者がステップアップ講座の受講や活動にもつながりにく

く、実際に活動をしているのは一部の住民のみです。今後はチームオレンジ※7の結成をし
ていく必要があるため、次世代の担い手養成をどう行うか検討の必要があります。 

 

〇 足柄上地区認知症等行方不明 SOS ネットワーク事業【福祉課】 
 

事業
内容 

・ ネットワークに事前登録をされた方を対象に、認知症等が原因で行方不明になった場合、
警察と連携し、地域や関係機関の協力を得て、早期に発見し家族のもとへ帰し、また保護
された方の身元が分かるまで協力機関でお預かりするシステムを１市５町で実施します。 

取組
結果 

・ 民生委員児童委員や関係する事業所、介護申請や相談の際にはご家族へ向け、事業につい
ての周知を実施しました。 

・ 令和 2 年 7 月現在登録者は 5 名でした。 

課題 ・ 広域事業として、神奈川県をはじめとする関係機関との連携が必要です。 

 

〇 ふくしの会活動の推進・支援【社会福祉協議会】 
 

事業
内容 

・ 自治会単位に設置され、高齢者が中心となって活動している「ふくしの会」の取組を推進
します。 

取組
結果 

・ 住民の関係づくりをさらに進めるために、地域の居場所づくりを推進。令和元年度から助
成金を見直し、新たな居場所づくりへは加算する仕組みを作り、活動を推進したことで、
月に１回以上開催する地区が着実に増加しました。 

課題 
・ 自治会の規模や地域特性により、活動内容や頻度に地域格差が生じています。また、担い

手や参加者が固定化している傾向があり、新たな担い手・参加者の参加促進が課題です。 

 

〇 あしがら安心キット交付事業【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 救急時にかけつけた救急隊が、かかりつけ医療機関や緊急連絡先などの情報を迅速に把握
し、適切な医療対応ができるよう、必要な情報を容器に入れて冷蔵庫で保管します。また
災害時に避難所へ行く際にも活用できます。 

取組
結果 

・ 町生活カレンダ―や広報、また民生委員児童委員の協力を得て、制度周知と登録をしまし
た。 

課題 
・ 容器の中に保管されている情報シートの内容や処方内容などが最新のものに更新されるよ

う、声かけなど定期的に行っていく必要があります。 

 

 
※7 チームオレンジ･･･地域で暮らす認知症の人や家族の困りごとの支援ニーズと認知症サポーターを結びつけるための

仕組み。近隣の認知症サポーターがチームを組み、認知症の人や家族に対する生活面の早期からの支援等を行います。

認知症の人もメンバーとして参加します。 
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避難行動要支援者制度【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 災害が発生した場合に、登録を希望した用支援者に対して、安否確認や情報提供などを行
い、地域の中で支援を受けられるようにする制度です。日常的に支援が必要な方や、災害
時に一人で移動することが難しい方が対象となります。 

取組
結果 

・ 町生活カレンダ―や広報、また民生委員児童委員の協力を得て、制度周知と登録をしてい
ます。年 1 回民生委員児童委員をとおして、内容の更新を行っています。 

・ 対象と思われる方へは年に 1 回制度周知と登録勧奨の通知を送付しています。 

課題 
・ 登録には地域で手助けをお願いできる地域支援者が未登録の方が増えています。災害だけ

でなく日頃からの地域のネットワークづくりが課題です。 

 

（３）生活支援サービスの充実 

〇 配食サービス【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 調理が困難な一人暮らし高齢者等に対し、町指定の事業所による配食サービス利用料の一
部を補助します。 

取組
結果 

・ 町生活カレンダー・広報誌等を通じて事業内容の周知を行い、対象となる利用希望者へス
ムーズに開始できるようよう、委託事業者と連携し取組ました。 

・ 配達時における見守り支援も行い、不在時には委託業者と連携し、所在確認等行い安全の
確保も実施しました。 

課題 
・ 利用人数については、微増でありサービスを知らない高齢者もいると思われるため、より

高齢者に届きやすい周知方法について検討が必要です。 

 

〇 緊急通報装置の貸与【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 慢性疾患等で常時注意を要する状態にある一人暮らし高齢者等に非常ボタンの付いた緊急
通報装置を貸与します。24 時間体制であしがら広域福祉センターひかりの里が通報を受
け、通報内容により消防署や近隣の協力員が駆けつけます。 

取組
結果 

・ 申請があった場合は、関係機関に確認後、早急に取り付けを実施しました。また、利用者
が不要となり撤去依頼があった時は、速やかに撤去しました。 

課題 
・ 高齢者世帯等の対応として、現在の制度以外の見守支援体制制度について検討していく必

要があります。 

 

〇 高齢転入者への訪問事業【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 65 歳以上の転入者を民生委員児童委員が訪問し、町の制度やサービスをまとめたパンフ
レットを提供するなど、地域でのつながりをつくります。 

取組
結果 

・ 地域での孤立や閉じこもりがないように、65 歳以上の転入者を民生委員児童委員が訪問
しました。高齢者福祉に関するパンフレットを配付し、必要に応じて、事業の紹介も実施
しました。 

課題 ・ 訪問事業を周知するとともに、高齢者が地域で相談しやすい体制づくりが必要です。 
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〇 生活支援コーディネーター との連携【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 社会福祉協議会に委託している生活支援コーディネーターと連携し、生活支援サービスの
充実を図ります。 

取組
結果 

・ 生活支援担い手養成研修を開催し、活動に結び付くフォローアップなどを実施しました。
またニーズ調査を行い、不足するサービスの創設に向けた取組を検討しました。 

課題 
・ 人材不足の課題は常時あり、小地域では賄いきれない課題があるため、町内全域を対象と

する活動を含めた重層的な仕組みが必要となっています。 
 

〇 巡回福祉バスの運行【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 交通手段のない高齢者などに公共施設や医療機関等を巡回するバスを運行し、移動や外出
の支援を行います。 

取組
結果 

・ 里山コース、せせらぎコースでの運行を行うとともに、各種事業（はつらつ倶楽部、「お
ーい！元気会」、社会福祉協議会主催の会食会）での送迎を実施しました。 

課題 
・ 今後の公共交通の見直しを検討しているため、令和 3 年以降の運営方法を確立する必要が

あります。 

 

〇 権利擁護の推進【福祉課】 
 

事業
内容 

・ ３年に１回、成年後見制度に関する講演会を計画します。地域に身近な民生委員児童委員
へ制度や相談機関等の周知等を行い、スムーズな相談支援に努めます。 

取組
結果 

・ 対象者の状況に応じて、社会福祉協議会の日常生活自立支援事業や成年後見制度の紹介や
手続き支援を実施しました。また定期的な講演会を開催し、制度周知や活動促進に努めま
した。 

課題 
・ 家族構成、親族関係の希薄化などが課題となっている中、将来的な備えを自ら考えること

が大切。また、その必要性を伝える手段の検討が必要です。 

 

〇 移送サービス事業【社会福祉協議会】 
 

事業
内容 

・ 移動が困難な要介護認定者等を対象に、病院への通院、入退院、また施設への入退所の際
の送迎を行います。運転は、ボランティアが対応し、車輛は社協所有の福祉車両を使用し
ています。 

取組
結果 

・ 平成 29 年に事業の検討会を開催し平成 30 年度に要綱の見直しを実施しました。 
・ 予約受付を短縮し、前日まで可能にしたことで登録・利用件数が継続的に増加しました。 
・ 平成 30 年度途中から、非常勤職員を配置し既存のボランティアと連携して対応しまし

た。 

課題 

・ ニーズの増加に対して、運転ボランティアの確保が間に合わない状況。今後も増加するニ
ーズに対して体制の構築が課題です。 

・ 独居高齢者等で、病院内での付添いが必要な方も増えていることや通院以外の買物や外出
への対応など、総合的な外出支援へ向けた体制の整備が必要です。 

 

〇 福祉器材貸出事業【社会福祉協議会】 
 

事業
内容 

・ 車いすの貸出を実施しています。貸出期間は、原則３か月以内ですが、貸出期間を超えて
使用する場合、更新を行う事で継続して利用が可能です。 

取組
結果 

・ 貸し出し台帳を基に、在庫・貸し出し期間等の管理を実施しました。 
・ 衛生面では、アルコール消毒を実施しました。 

課題 ・ 今後とも利用を促進します。 
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〇 生活応援隊（旧：あいあいサービス）【社会福祉協議会】 
 

事業
内容 

・ 高齢者が地域で安心して生活できるよう、日常生活上のちょっとした困りごとを地域の協
力員の力を得て、解決のお手伝いを実施しています。 

取組
結果 

・ 平成 29 年に事業の検討会を開催し平成 30 年度に要綱の見直しを実施しました。 
・ 生活支援ニーズに対応するため、令和２年度に支援メニューを拡充しました。継続的なゴ

ミ出し・介護保険外の生活支援の依頼が増え、実施した件数は急増しました。 

課題 
・ 生活支援の依頼に対して、担い手が足りていないことから、担い手養成講座等を開催し体

制の整備が必要です。 
・ シルバー人材センター※8の活動とのすみ分けなど、関係機関との連携強化も課題です。 

 

〇 日常生活自立支援事業【社会福祉協議会】 
 

事業
内容 

・ 利用者本人が社会福祉協議会と契約を結び、福祉サービスの利用援助（情報提供、助言、
手続きの援助など）や日常的な金銭管理などの支援を行っています。 

取組
結果 

・ 毎年契約件数は増加しており、生活支援員を増員するとともに、県社協で開催する研修に
積極的に参加し資質の向上に努めました。 

課題 
・ 認知症高齢者をはじめ、精神障がい者・知的障がい者など対象者の特性が様々で、対応に

苦慮することが非常に多いなかで、関係機関との役割分担・連携が不十分なケースでは臨
時支援が頻繁となり、生活が常に不安定な方がおられます。 

 

〇 総合相談事業/権利擁護事業【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 高齢者やその家族、地域の方、関係機関等から高齢者の生活に関する相談を受け、適切な
支援を実施します。 

取組
結果 

・ 相談に対し専門職間の連携を図り、チームアプローチによる適切な支援の実施に努めまし
た。より専門的な知識が必要な場合は、関係機関とのネットワークを活用しました。 

課題 ・ 年々、相談内容が複雑化していく中、専門職の幅広い知識や援助技術の向上が必要です。 

 

〇 成年後見制度利用支援事業【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 親族等による申立てが困難な方の手続きや、後見人等への報酬助成等の支援を実施します。 

取組
結果 

・ 定期的な講演会の開催、パンフレットの活用により、制度周知や活用の促進を図りました。 

課題 
・ 町民の参加は少ないため、必要な方へ情報を伝えることができるよう制度周知を工夫する

必要があります。 

 

〇 福祉用具・住宅改修相談事業【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 理学療法士が自宅へ訪問し、身体機能評価と、住宅改修箇所のアドバイスを行います。 

取組
結果 

・ 年 12 回、介護保険住宅改修の事前相談を実施しました。 

課題 ・ 月１回の事業のため、急を要する住宅改修では事後調査となることがあります。 

 

 
※8 シルバー人材センター･･･高年齢者（原則 60 歳以上）が働くことを通じて生きがいを得るとともに、 地域社会の活

性化に貢献する組織。一般社団法人大井町シルバー人材センターの会員数は、令和 2 年 12 月現在で、137 人（男 

99 人、女 38 人）となっています。 
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〇 介護相談員派遣事業【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 介護相談員が町内の施設や事業所へ訪問し、サービス利用者からの声を事業所へ届けます。 

取組
結果 

・ 介護サービスを利用している町民のサービス利用相談窓口として、専門の介護相談員を町
内の介護保険事業所へ派遣しました。令和元年度からは有料老人ホームへの派遣も開始し
ました。 

課題 
・ 派遣回数が限られているため、次の訪問までのスパンが長くなり、前回との状況比較に時

間を要すことがあります。 

 

〇 情報提供の推進(広報おおいや生活カレンダーへの掲載)【福祉課】【協働推進課】 
 

事業
内容 

・ 健診や事業、制度に関する情報を広報おおいや、生活カレンダーなどを通して周知します。 

取組
結果 

【福祉課】 
事業について毎年、生活カレンダーへ掲載をすると共に、広報おおいやホームページにて
周知をしました。令和元年度より、多世代への情報発信を目的に SNS への事業結果の掲載
も開始しました。 

【協働推進課】 
広報おおいを月 1 回、おしらせを月 2 回、発行しました。また、ホームページやスマート
フォン用アプリ※9「マチイロ」でも配信しました。 

課題 
・ 情報発信方法が限られているため、特に高齢者へのより効果的な情報提供の推進方法の検

討が必要です。 

 

（４）在宅医療・介護の連携の推進 

〇 在宅医療・介護連携推進事業【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 医療と介護の両方を必要とする状態の高齢の方が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを
人生の最後まで続けられるよう、在宅医療と介護の連携に取り組む足柄上地区在宅医療・
介護連携支援センターを平成29年４月に足柄上地区１市５町が足柄上医師会に委託し開
設しました。 

取組
結果 

・ 「在宅死」や「認知症」についてなどをテーマにした住民向け講演会を毎年 2 回開催しま
した。 

・ 専門職向け研修会を毎年２～3 回開催しました。 
・ 令和元年度は新たな取組として情報交換会を開催し、各関係機関の課題の抽出に向けた取

組を実施しました。 

課題 
・ 医療と介護の連携について、情報交換や情報共有などで課題の抽出等が行われつつあるが、

1 市５町と委託先である医師会とで課題の共有や深堀りが必要です。 

 

（５）家族介護支援の推進 

〇 地域密着型サービス等の充実【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 在宅生活を支えるため、地域密着型サービス等の充実を図るとともに、これらのサービス
について町民への普及を図ります。 

取組
結果 

・ 指定地域密着型サービス事業所の設置及び運営を行う事業者を公募し、基盤整備を行いま
した。 

課題 
・ 家族介護者が安心して自分自身の生活が維持できるよう、家族状況に応じたサービスの提

供をする必要があります。 

 
※9 アプリ･･･正式にはアプリケーションと呼ばれるもので、コンピュータやスマートフォンのシステム上にインストー

ルして利用するソフトウェア全般のこと。 
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〇 高齢者向け住まいの確保【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 高齢者向け住まいの確保を推進します。 

取組
結果 

・ サービス付き高齢者向け住宅が２施設、有料老人ホームが２施設開設されています。 

課題 ・ 高齢者単身世帯数、高齢夫婦世帯数の増加に注視しながら対応する必要があります。 

〇 認知症高齢者家族支援の実施【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 「認知症家族のつどい」として２か月に１回交流会を開催しています。また、「オレンジカ
フェ（認知症カフェ）」を月 1 回開催しています。 

取組
結果 

・ 「認知症家族のつどい」では、家族介護者に加え、認知症グループホーム管理者も支援者
の立場で参加し交流を図りました。 

・ 「オレンジカフェ」では、家族が、本人と共に参加し地域住民や専門職と顔の見える関係
づくりと気軽に相談できる場を提供しました。 

課題 

・ 認知症の相談や介護申請の際、「認知症家族のつどい」「オレンジカフェ」について情報
提供しますが新規参加者が少ないです。「認知症家族のつどい」「オレンジカフェ」の認
知度を高めるとともに、参加しやすいよう情報発信にも工夫をする必要があります。（現
在の媒体は、広報・町ホームページ・Facebook） 

 

（６）安全・安心なまちづくり 

〇 交通安全の推進【防災安全課】 
 

事業
内容 

・ 自治会からの要望により、交通安全施設の設置要望箇所の調査を行い設置について検討し
ます。 

・ 毎月２回、町内３か所で交通安全指導を行っています。 
・ 広報媒体やおおい出前講座※10等を活用し、地域の交通事情を踏まえた講話を行っていま

す。また、各季に交通安全運動を実施しています。 

取組
結果 

・ 自治会からの要望により、交通安全施設の設置要望箇所の調査を行い設置について検討を
実施しました。 

・ 毎月２回、町内３か所で交通安全指導を実施しました。 
・ 広報おおいやおおい出前講座等を活用し、地域の交通事情を踏まえた講話を実施しました。

また、各季に交通安全運動を実施しました。 

課題 ・ 多年にわたり高齢者事故多発地域に指定され、高齢者の交通事故割合が高い。 

 

〇 防犯対策の推進【防災安全課】 
 

事業
内容 

・ 広報媒体や出前講座等を活用し、情報提供に努め自主防犯意識の高揚を図っています。 

取組
結果 

・ 広報媒体や出前講座等を活用し、情報提供に努め、自主防犯意識の高揚を図りました。 

課題 
・ 自主防犯意識の高揚を図っているが、高齢者等については家族ぐるみの防犯対策が理想で

あることを踏まえると、子や孫世代への啓発機会が少ない。 

 

 
※10 おおい出前講座･･･町の仕事を町民の皆様にご理解いただき、より充実した行政サービスを提供するために実施し

ている出張講座。 
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〇 災害対策の推進【防災安全課】 
 

事業
内容 

・ 広報、ホームページ、ハザードマップ※11のほか、出前講座等を通じて防災情報の提供と
防災意識の高揚を図ります。また、総合防災訓練等を通じて住民共助の意識づくりと災
害時行動の確認や検証を行っています。 

取組
結果 

・ 地域防災を推進するため、総合防災訓練の定期実施に加え、自主防災組織リーダー等に対
する研修会もテーマ設定を明確にし、回数を増やすなど防災意識の高揚と知識の普及に努
めました。 

・ 町の基幹防災情報伝達手段となる防災行政無線（同報系）のデジタル化更新を進める中で、
子局の再配置や最新鋭スピーカーの導入により音達の向上に努めました。 

課題 
・ スマートフォン等の普及によりインターネット環境を利用できる方が急増する中、あんし

んメールへの加入や防災アプリ等の活用を推進する一方で、そうした端末の利用が難しい
方への情報伝達手段の提案についても積極的に進めて行く必要があります。 

 

〇 福祉避難所及び避難行動支援体制の整備【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 民生委員児童委員等の協力により、避難行動要支援者名簿※12への登録を推進します。 

取組
結果 

・ 福祉避難所の整備に向けて関係機関と調整中。 
・ 避難行動支援体制として、避難行動要支援者登録制度について関係機関と調整しながら、

毎年更新しました。 

課題 ・ 福祉避難所の整備や避難行動要支援者登録制度の理解が課題です。 

 

〇 公共施設、道路等の整備の推進【都市整備課】 
 

事業
内容 

・ バリアフリー法※13など、関連法や条例に基づき、公共施設や道路などのバリアフリー※14

化やユニバーサルデザイン※15化を推進し、障がいの有無や年齢等に関わらず全ての人々
が安全に安心して生活できる環境を構築します。 

取組
結果 

・ バリアフリー法等に基づき、歩道の整備、交差点の改良、歩行者保護のための安全施設設
置などを行いました。 

課題 
・ 整備に必要な財源及び用地の確保や地域の協力・理解を得ることが難しくなりつつありま

す。 

 

〇 通行に支障となる物件の除却推進【都市整備課】 
 

事業
内容 

・ 道路上にある違法な占有物件を除却し、誰もが安全に安心して通行できる道路環境を構築
します。 

取組
結果 

・ 段差解消ブロックや道路上にはみ出した樹木等について、広報などにより周知するととも
に、定期パトロール等による確認と指導を行いました。 

課題 
・ 段差ブロックや道路にはみ出した庭木が見受けられるなど、安全な通行の支障となってい

ます。 

 
※11 ハザードマップ･･･自然災害による被害を予測し、その被害範囲を地図化したもの。 
※12 避難行動要支援者名簿･･･災害時に自ら避難することが困難な避難行動要支援者（主に高齢者や障がいのある方々）

を対象とした名簿 
※13 バリアフリー法･･･高齢者、障がい者等の移動等の円滑化の促進に関する法律の略。高齢者、障がい者等の自立した

日常生活及び社会生活を確保するために、公共交通機関の旅客施設及び車両等、道路、路外駐車場、公園施設並びに建

築物の構造及び設備を改善するための措置を講ずることにより、高齢者、障がい者等の移動上及び施設の利用上の利

便性及び安全性の向上の促進を図ることを目的とする。 
※14 バリアフリー･･･障がい者や高齢者等が、社会生活に参加する上で生活の支障となる物理的な障害や、精神的な障壁

を取り除くための施策、若しくは具体的に障害を取り除いた事物及び状態 
※15 ユニバーサルデザイン･･･できるだけ多くの人々が利用可能であるように製品、建物、空間等をデザインすること。

はじめから全ての人が使いやすくデザインすることという点で、特定の方の障害を取り除くバリアフリーの考え方と

は違いがある。 
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（７）健康づくりの推進 

〇 健康手帳の交付【子育て健康課】 
 

事業
内容 

・ 健康手帳は、健康診査の記録、及び健康の保持のために必要な事項を記載して、自らの健
康管理に役立てることを目的とし、40 歳到達者に交付します。 

取組
結果 

・ 平成 30 年度より厚生労働省のホームページからダウンロードして配布しました。（町の
ホームページからもご案内） 

課題 ・ 対象者への周知方法が課題です。 

 

〇 健康教育(集団健康教育)【子育て健康課】 
 

事業
内容 

・ 生活習慣病予防を基本に、医師の講話・栄養教室・運動教室・健康教室を開催し、運動
習慣やバランスのとれた食事の摂り方について学びます。また、「心の健康づくり教室」
と、「禁煙指導」を実施します。 

取組
結果 

・ 一般町民を対象とした生活習慣病予防セミナーと心の健康づくり事業、特定健診の結果で
生活習慣病のリスクが高い方を対象とした生活習慣病重症化予防事業を実施しました。 

課題 ・ 参加者の減少と固定化が課題です。 

 

〇 健康相談【子育て健康課】 

 
事業
内容 

・ 食事や日々の健康に関する相談等を保健師・栄養士が行っています。 

取組
結果 

・ 毎月１回一般健康相談を実施するとともに、未病センター開所時は随時相談事業を実施し
ました。 

課題 ・ 対象者への周知方法が課題です。 

 

〇 健康診査(特定健康診査)【町民課】 
 

事業
内容 

・ 40 歳以上 75 歳未満の大井町国民健康保険加入者を対象に、メタボリックシンドローム
※16の早期発見のための特定健康診査を実施します。 

取組
結果 

（平成 30 年度）・ 第２期データヘルス計画策定 ・ 人間ドック費用助成開始 
（令和元年度）・ 特定健康診査の無償化 ・ 商工振興会員及びＪＡ組合員への通知勧奨 
(令和２年度）・ 人間ドック費用助成の増額（女性特有の検診を含む方） 

課題 
・ 特定健康診査の受診率向上(令和５年度目標受診率 35％)や人間ドック費用助成の周知方

法が課題です。 

 

〇 健康診査(一般健康診査・後期高齢者特定健康診査)【子育て健康課】 
 

事業
内容 

・ 30 歳から 40 歳未満の人を対象とした一般健康診査と 75 歳以上を対象とした後期高齢
者の特定健康診査を協力医療機関で実施します。 

取組
結果 

・ 対象者への個別通知及び広報紙や町ホームページによる周知を行い、6 月～３月まで町内
医療機関等において実施しました。 

課題 ・ 受診率の向上が課題です。 

 
※16 メタボリックシンドローム･･･内臓脂肪型肥満（内臓肥満・腹部肥満）に高血糖・高血圧・脂質異常症のうち 2 つ

以上の症状が一度に出ている状態。 
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〇 健康診査(がん検診)【子育て健康課】 
 

事業
内容 

・ 胃がん、大腸がん、乳がん、子宮がんの検診を集団で実施します。肺がん、乳がん、子宮
がんの検診については協力医療機関において通年で実施します。 

取組
結果 

・ 受診者の希望により選択できる施設検診（通年）と集団検診を実施しました。また、令和
元年度から胃内視鏡検診（施設検診）を開始しました。 

課題 ・ 受診率の向上が課題です。 

 

〇 「いきいき・おおい・健康ステーション～未病センターおおい～」運営事業 

【子育て健康課】 
 

事業
内容 

・ 健康や未病に関する意識の向上を目的として実施しています。平日９時から 17 時に運営
しています。なお、随時保健指導を行うため、原則として専門員が常駐しています。 

取組
結果 

・ 未病センターの運営（通年）並びに未病センター講座を開催しました。（年 2，3 回）未病
改善普及講習会を実施しました。 

課題 ・ 未病センターの周知と利用者の固定化が課題です。 
 

（８）介護予防事業の充実 

〇 介護予防把握事業【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 介護予防・生活支援サービス事業の対象となる（介護予防事業の対象者）を把握するため、
介護予防のための基本チェックリストや保健師等による訪問活動等を行います。 

取組
結果 

・ 総合事業の対象となる方(事業対象者)を把握するため、基本チェックリストの送付を年２
回(再送付 1 回含む)行い、保健師等の訪問活動を実施しました。 

・ 平成 30 年度までは、80 歳以上を対象者として実施していましたが、令和元年度からは
介護予防の早期発見早期対応を図るため、対象者を 75 歳～84 歳として実施しました。 

課題 
・ 令和元年度から対象年齢を変更したことから、回収率が 90％から８６%に低下していま

す。 
 

〇 通所型サービス【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 介護予防を目的として、運動機能の向上、栄養改善、口腔機能の向上、閉じこもり予防な
どを図ります。その他、日常生活の支援が必要な方には、併せて食事や入浴などのサービ
スを実施します。 

取組
結果 

・ 介護予防を目的として、運動機能の向上、栄養改善、口腔機能の向上、閉じこもり予防な
どを図る、「はつらつ倶楽部」を 1 クール 11 回、年間３クール実施しました。（令和 2 年
度は、第 1 クールのみ新型コロナウイルス感染症の感染予防対策を講じた上で、事業時間
の短縮・1 回の人数を減じて実施しました。） 

課題 
・ 本来１クール毎の評価により、継続・終了を判断するが、定員に対し長期間継続の参加者

の占める割合が多い。参加定員に対し、新規参加希望者（または参加勧奨したい方）が上
回る場合の対応を検討する必要があります。 

 

〇 訪問型サービス【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 理学療法士・栄養士・歯科衛生士・保健師がその生活機能に関する問題を総合的に把握・
評価し、必要な相談・指導を実施します。その他、日常生活の支援が必要な方には、調理
や清掃などのサービスを実施します。 

取組
結果 

・ 運動については、月に 1 回、年間 12 回実施しました。 
・ 栄養・口腔については、必要に応じて実施しました。 
・ 訪問型サービスで個別指導を受け、通所型サービスで介護予防活動を継続していく流れが

できました。 

課題 
・ 専門職の指導を受けられる貴重な機会であり、必要な方に積極的にサービスを利用して頂

けるよう、引き続き周知・勧奨していく必要があります。 
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〇 介護予防普及啓発事業【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 介護予防のための基本的な知識を普及啓発するため、パンフレットの作成・配布、有識者
による講演会や相談会等を実施します。 

取組
結果 

・ 介護予防に資する基本的な知識を普及啓発するため、パンフレットの配架や事業時の配付
を行いました。 

課題 
・ 配架資料については、利用される方が少ないため、配架の仕方などを検討する必要があり

ます。 

 

〇 介護予防講座【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 運動機能の維持・向上のための教室や老後を見据えた生活を送るために必要な知識の普及
のための教室等を開催します。 

取組
結果 

・ 運動機能の維持・向上のためのフレイル予防教室や、認知症予防のコグニサイズ体験会を
実施しました。 

・ 安心して老後の生活を送れるようエンディングノートを用いた「終活セミナー」を実施し
ました。 

・ 各事業後には、アンケートを実施し、事業の満足度や町民ニーズの把握に努めました。特
に、終活セミナーでは老後の生活について考え始めるきっかけになったとの感想が多くあ
りました。 

課題 
・ 介護保険制度や社会保障制度、地域資源の活用など、様々な焦点の当て方があるため、今

後も町民ニーズを的確に把握し、テーマ・講師の選択をする必要があります。 

 

〇 地域介護予防活動支援事業【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 介護予防に関するボランティア等の人材養成のための研修や介護予防に資する地域活動組
織の育成・支援を行います。 

取組
結果 

・ 家から歩いて行ける場所で、気軽に介護予防活動に取り組むとともに、他者との交流を図
れる「おーい！元気会」を町内 1２会場（令和 2 年度現在）で 2 週に１回開催しました。 

・ 会の運営は「おーい！元気会 運営サポーター」が担い、福祉課と協働し実施しました。 
・ 高齢者への介護予防活動への参加を呼び掛けるとともに、運営サポーターの知識・技術の

向上を目的に現任研修を実施しました。その他新規運営サポーターの養成研修を実施しま
した。 

・ 令和 2 年度から介護予防ボランティアを対象にした「ボランティアポイント制度」事業を
開始しました。 

課題 
・ 参加者や運営サポーターの高齢化、生活スタイルの変容によると考えられる後継者不足の

ため、会の在り方や実施内容・実施場所、ボランティアの在り方について、再検討する必
要があります。 

 

〇 地域リハビリテーション活動支援事業【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 介護予防の視点を日常生活に取り入れるために、通いの場に理学療法士及び歯科衛生士を
派遣します。 

取組
結果 

・ 令和元年度に通いの場への専門職派遣事業県モデル事業として、理学療法士及び歯科衛生
士を通いの場 1 か所に計 3 回派遣を行い、介護予防の視点を日常生活に取り入れる試み
を行いました。 

課題 ・ 介護予防の視点を取り入れた通いの場の増加が求められます。 
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〇 介護予防ケアマネジメント事業【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 自立支援のための身体的・精神的・社会的機能の維持向上を目標とし、地域包括支援セ
ンターの職員が中心となって、事業対象者及び要支援認定者に対して、アセスメント、
介護予防ケアプランの作成、実施しました状況のモニタリング※17、評価を行います。 

取組
結果 

・ 総合事業対象者の状況に応じて、ケアプランの作成を実施しました。 

課題 
・ 総合事業対象者や要支援認定者の増加や家族構成の複雑化に伴い、アセスメント※18やケ

アマネジメント作成にかかる時間の増加やケアマネジャーの能力・知識の向上が必要で
す。 

 

〇 高齢者食事改善事業【子育て健康課】【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 高齢期になっても栄養のバランスを考えた食事を実践するよう、調理方法の指導や健康的
な食事摂取の機会の提供を行います。 

取組
結果 

・ 特定健診の結果から生活習慣病のリスクが高い方を対象とした生活習慣病重症化予防事業
（かながわ方式保健指導事業）を実施しました。 

・ 65 歳以上の方に対しては、介護予防事業において低栄養予防として、管理栄養士による
講話等を行うとともに、事業対象者に対しては訪問指導を行いました。 

課題 
・ 対象者への周知方法、参加者の減少 
・ 専門職の指導を受けられる貴重な機会であり、必要な方に積極的にサービスを利用して頂

けるよう、引き続き周知・勧奨していく必要があります。 

 

〇 高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施 

【子育て健康課】【町民課】【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施に向けた連携を図ります。 

取組
結果 

・ 事業展開を見据え、関係各課との連携会議を開催しました。事業実施に向けた検討及び情
報収集を実施しました。 

課題 ・ 令和 4 年度実施に向けて引き続き関係各課との連携が必要です。 

 

（９）生きがい活動の推進 

〇 エイジフレンドリーシティへの参加【福祉課】 
 

事業
内容 

・ ＷＨＯ（世界保健機関）が主導するエイジフレンドリーシティグローバルネットワーク※

19に参加することにより、高齢者に優しいまちづくりを目指します。 

取組
結果 

・ 高齢者の状況及び取組を進める上での基本理念を定め、エイジフレンドリーシティの８つ
のトピックに基づき事業を推進しました。 

課題 ・ 今後とも、国や県の動向に注視しながら推進していく必要があります。 

 

 
※17 モニタリング･･･利用者に介護サービスを提供しながら現状を観察し、ケアプランに沿った適切なサービスを受け

られているか、問題や課題となることはないか、目的に向けて順調に進んでいるかなどを見守り・確認すること。 
※18 アセスメント･･･介護サービス利用者にとって解決すべき生活上の課題を明確に把握するために、利用者やその家

族との面談などを通して、さまざまな情報を収集・分析すること。 
※19 エイジフレンドリーシティグローバルネットワーク･･･WHO が平成 22 年に立ち上げた高齢者に優しい都市づくり

に取り組む自治体等の国際的なネットワーク。 
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〇 高齢者の生きがいと健康づくり推進事業【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 高齢者の健康づくりや世代間の交流、生きがいづくりなどを目的とした事業を実施します。 

取組
結果 

・ 様々なスポーツ大会等の事業を実施し、高齢者の健康づくりの推進に努めました。 

課題 
・ 老人クラブ加入者が年々減少していることを踏まえた上で、事業の推進に努めていく必要

があります。 
 

〇 生涯学習活動の推進【生涯学習課】 
 

事業
内容 

・ 講座や教室では、高齢者のニーズを踏まえるとともに、参加しやすい運営に努め、生涯学
習活動を推進します。また、高齢者が自己の持つ知識や技術を生かし、講座や教室などの
指導者になることで、生きがいを自ら求め、活力の育成を目指すとともに、「知の循環型社
会」の推進に向けた様々な学習の機会を提供します。 

取組
結果 

・ 町民ニーズを踏まえ、高齢者も参加しやすい講座・教室を開催しました。 
・ きらめき未来塾では、各講座の企画・運営・講師を高齢者を含む町民に担っていただき 
  ました。 

課題 

・ 「きらめき未来塾」では、多様化する町民ニーズに応え、活力ある地域社会を創造するた
め、町民が主体となり、町民各々の特性や資源を生かした教室や講座を開催していく必要
があります。 

・ 各種活動のリーダー的役割を果たす「人材の発掘・育成」を目指し、指導者として地域の
人づくりのために活動していただくように促進する必要があります。 

 

〇 スポーツ活動の推進【生涯学習課】 
 

事業
内容 

・ 様々なスポーツのニーズに対応できるような活動機会を確保するとともに、健康づくりの
事業と連携したスポーツ活動を推進します。また、高齢者が自主的に地域で体操や、スポ
ーツ・レクリエーション等に取組、運動する習慣を促すように、支援を図ります。 

取組
結果 

・ 「Enjoy 二ュ－スポ－ツ※20」を開催し、高齢者でもできるスポ－ツを推進しました。ま
た、ラジオ体操の出前講座を開催しました。 

課題 
・ 各種スポ－ツ大会や教室を開催し、参加者の健康増進と競技力の向上を図るとともに、誰

でも簡単にできるスポ－ツ(二ュ－スポ－ツ)などを紹介して、スポ－ツ人口の増加を目指
しています。 

 

〇 （再掲）ふくしの会活動の推進・支援【社会福祉協議会】 
 

（２）地域における支え合いの推進（40 頁）参照 
 

 

（10）社会参加の促進 

〇 老人クラブへの支援【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 老人クラブ活動においては、高齢者の志向性が多様化する中、健康づくりや生きがいづく
りなど高齢者の多様なニーズに対応できるよう、高齢者の自主的な活動の充実を支援しま
す。 

取組
結果 

・ 健康づくりや社会交流を図ることを目的に様々な活動を実施しました。 

課題 
・ 高齢者が年々増加しているにも関わらず、老人クラブ加入者は減少していることが課題で

す。 

 

 
※20 二ュ－スポ－ツ･･･勝敗にこだわらずレクリエーションの一環として気軽に楽しむことを主眼とした身体運動のこと。 
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〇 敬老事業の推進【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 敬老のつどいの開催、敬老祝金の支給を実施します。事業の推進にあたっては、高齢者が
参加しやすい内容を検討していきます。 

取組
結果 

・ お祝い金を対象者(77 歳、88 歳、99 歳、100 歳以上)の方に配付すると共に、敬老のつ
どいを実施しました。 

課題 
・ 高齢化率が上昇し続けている背景を踏まえ、事業内容等について見直しを検討していく必

要があります。 

 

〇 食事サービス事業【社会福祉協議会】 
 

事業
内容 

・ 高齢者に仲間づくりや外出の機会を持っていただくことを目的として、参加者が一堂に会
し、会食を行います。原則毎月第１木曜日で、年間 11 回開催しています。食事の調理ボ
ランティアが担当しています。毎回食事後にアトラクションを行い、楽しいひと時を過ご
しています。 

取組
結果 

・ 調理ボランティア「きんもくせい」により、四季折々の食材をふんだんに使って料理の内
容を充実させるとともに、参加者へのヒアリングを行いアトラクションの内容を検討し実
施しました。年々参加希望者が増加しています。 

課題 
・ 会場と調理の許容を越える参加希望があり、対象者の見直しなどが必要な状況です。 

また、送迎が必要な方が増える一方で、送迎で借用しているマイクロバスの今後の借用に
ついての問題など送迎にも課題を抱えています。 

 

（11）就労の支援 

〇 高齢者の雇用促進【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 庁内関係課、関係機関等と連携を図り、高齢者の就労ニーズと事業所が求める人材との格
差の是正を進めるとともに、シルバー人材センターをはじめとした高齢者の就労機会の拡
大に努めます。 

取組
結果 

・ 庁内関係各課、関係機関等と連携を図り、高齢者の就労ニーズと事業所が求める人材との
格差の是正を進めるとともに、シルバー人材センターをはじめとした高齢者の就労機会の
拡大に努めました。 

課題 ・ 高齢者の就労機会の拡大が課題です。 

 

〇 高齢者の就労支援【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 関係機関と連携し、高齢者に対し、就労に関する情報の提供やシルバー人材センターへの
高齢者の登録や活動への参画を促進します。 

取組
結果 

・ 関係機関と連携し、高齢者に対し、就労に関する情報提供やシルバー人材センターへの登
録や活動への参画を促進しました。 

課題 
・ 高齢者の就労機会の拡大や前期高齢者の担い手としての活動の推進や生活応援隊とのすみ

わけ等の連携が課題です。 

 

（12）認知症予防の推進 

〇 （再掲）地域介護予防活動支援事業【福祉課】 
 

（８）介護予防事業の充実(49 頁)参照 
 



53 

 

（13）相談・支援体制の充実 

〇 関係機関との連携【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 認知症の方々やご家族が安心して住めるまちづくりを目指し、様々な事業を実施していま
す。 

取組
結果 

・ 毎年、認知所疾患医療センター連絡協議会に参加し、医療・福祉・行政間の顔のみえる関
係づくりと地域課題の共有に努めました。また H30 年度より関係機関へオレンジカフェ
の参加案内も行い、専門職や行政機関も参加しました。 

課題 
・ サポート医や足柄上医師会の役員との連携はできていますが、地域の開業医との連携が十

分とは言えないため、連携の仕組みづくりもサポート医の協力を得ながら検討していく必
要があります。 

 

〇 認知症サポーターの養成【福祉課】 
 

事業
内容 

・ おおい出前講座等を通じて町民の認知症に対する理解を深め、講座修了者にはオレンジリ
ングを配付するなど、認知症サポーターを養成し認知症の方と家族を見守る体制づくりを
図ります。 

取組
結果 

・ 毎年、子どもも含めた町民や町内企業に対し、認知症サポーター養成講座を開催しました。
サポーターを対象としてより実践的な内容を行う認知症サポーターステップアップ講座
も開催しました。 

課題 ・ 若い世代や、活動につながる認知症サポーターの養成を行う必要があります。 

 

〇 (再掲) 高齢者の見守りネットワークの構築【福祉課】 
 

（２）地域における支え合いの推進（40 頁）参照  
 

〇 (再掲) 認知症高齢者家族支援の実施【福祉課】 
 

（５）家族介護支援の推進（45 頁）参照 
 

〇 認知症ケアパス※21の作成【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 認知症の本人や家族が進行の状況に応じて、いつ、どこで、どのような医療や介護を受
ければ良いかの方向性を見通せる認知症ケアパスを作成します。 

取組
結果 

・ 平成 30 年度に「認知症ガイドブック（認知症ケアパス）」を認知症当事者・家族・支援
者とともに作成しました。令和元年度に更新をし、認知症情報コーナーや窓口で配布す
るとともに、ホームページにも掲載しました。令和２年にケアマネジャーを中心とする
専門職や民生委員児童委員に配布を行いました。 

課題 ・ 今後の更新の際にも認知症当事者や家族の意見を取り入れていく必要があります。 

 

〇 認知症に関する講演会の開催【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 認知症に関する講演会を実施することにより、町民に認知症や若年性認知症について広
く周知します。 

取組
結果 

・ オレンジカフェ内で当事者・家族の支援のための相談会を行うとともに、２か月に 1 回
のペースで支援のための講演会等を行いました。 

課題 
・ 実施した内容については当事者・家族、支援者の意見も取り入れて実施していく必要が

あります。 

 

 
※21 認知症ケアパス･･状態に応じた適切なサービス提供の流れについて、あらかじめ認知症の人とその家族に提示で

きるようにするもの。 
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（14）介護給付の適正化とサービスの質の向上 

〇 要介護認定の適正化【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 介護申請に係る認定調査を町職員が実施し、調査後介護保険担当の保健師による点検を
行います。 

取組
結果 

・ 介護申請に係る認定調査を町職員が実施し、調査後介護保険担当の保健師により点検を
行いました。 

課題 
・ 認定調査員によって調査結果にバラつきが出ないよう対応が必要です。（調査基準の平準

化） 
 

〇 ケアプランの点検【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 居宅サービス計画、介護予防サービス計画について利用者の利用支援に資する適切なケ
アプランであるか等に着目して点検し、点検結果に基づく指導等を行います。 

取組
結果 

・ 居宅サービス計画、介護予防サービス計画について利用者の利用支援に資する適切なケ
アプランであるか等に着目して点検し、点検結果に基づく指導等を行いました。 

課題 ・ 点検結果に基づいた確実な指導が必要です。 

 

〇 住宅改修の点検【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 住宅改修費の給付について、利用者宅の事前訪問や利用者の状態等の確認及び施工状況
の確認等を行います。 

取組
結果 

・ 住宅改修費の給付について、利用者宅の事前訪問や利用者の状態等の確認及び施工状況
の確認等を行いました。 

課題 
・ 利用者にとって、より効果的な改修内容となるよう、専門的な視点からの確認が必要で

す。 

 

〇 医療情報との突合・縦覧点検【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 国保連合会から保険者に対して提供される医療給付情報と介護給付情報を突き合わせ、
請求内容（帳票）の一部のチェックを行います。 

取組
結果 

・ 国保連合会から保険者に対して提供される医療給付情報と介護給付情報を突き合わせ、
請求内容（帳票）の一部チェックを行いました。 

課題 ・ 委託できない帳票について、効果的に点検を実施することが必要です。 

 

〇 介護給付費通知【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 介護サービス利用者に対して、自らその内容等を確認して頂くため、利用サービス内容
と費用額の内訳を通知します。 

取組
結果 

・ 介護サービス利用者に対して、利用サービス内容と費用額の内訳を通知しました。 

課題 
・ 自ら受けているサービスを確認し、適切なサービス利用を心掛けるための継続的な意識

付けが必要です。 
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（15）介護人材の育成 

〇 介護ボランティア活動の啓発【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 介護施設等でのボランティア活動を呼びかけます。 

取組
結果 

・ 介護施設等でのボランティア活動の呼びかけは実施できていない。 
・ 地域におけるボランティア活動について介護予防講座の『終活講座』にて自分のための

活動の一環としての呼び掛けや、「おーい！元気会」運営サポーター新規育成講座を開催
しました。 

課題 
・ 介護人材不足に対する支援について、担い手としての活動、ボランティア活動とのすみ

わけが課題です。 

 

〇 町インターンシップ制度の受け入れ【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 県西地区の高等学校又は町立湘光中学校からの依頼により、可能な限り、介護に関わる
業務への受け入れを行います。 

取組
結果 

・ 県西地区の高等学校又は町立湘光中学校からの依頼により、可能な限り介護に関わる業
務への受け入れを行いました。また町内小学校に関しても依頼に応じて事業への受け入
れも行いました。 

課題 
・ 中学校、高校からの依頼内容や日程との兼ね合いで急な受け入れ依頼には対応ができな

い場合があります。 

 

〇 介護サービス従事者就業環境改善の促進【福祉課】 

〇 雇用環境改善制度の周知【福祉課】 
 

事業
内容 

・ 介護サービス事業者に対して、雇用環境に関する情報の周知を行います。また、必要に
応じて状況を確認します。 

取組
結果 

・ 集団指導において、介護職員（等特定）処遇改善加算の内容などを周知しつつ、実地指
導を通じて加算の取得状況を確認しました。 

課題 
・ 介護サービス従事者の定着を図るため、介護サービス事業者に雇用環境の整備の促進を

進める必要があります。 
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５ 課題のまとめ 

① 人口・世帯の状況 

・推計によると、人口及び高齢者人口は令和 7年までは横ばいで推移します。その後人口

は減少していきますが、65 歳以上人口及び高齢化率は令和 7 年以降上昇していきま

す。 

・自治会別高齢化率は、相和地区が総じて高い傾向ではありますが、金田・曽我地区でも

高い地区があり、自治会により開きがあります。 

・高齢者人口の内訳としては、現在は前期高齢者人口が後期高齢者人口を上回っていま 

すが、令和３年以降は後期高齢者人口が前期高齢者人口を上回ります。 

    ・世帯構成では、一人暮らしの高齢者単身世帯や高齢者夫婦世帯が大幅に増えています。

後期高齢者人口の伸びとともに、今後もこの傾向は続いていくことが予測されます。し

かしながら、アンケート調査結果によると、事業対象者・要支援・要介護認定者では、

「娘・息子との２世帯」が多くなることから、介護が必要な状態になると娘や息子と同

居となる傾向があると考えられます。 

・アンケート調査結果によると、要介護認定者の年齢構成は 85 歳以上が全体の半数以上

を占め、事業対象者・要支援認定者の年齢構成は 80 歳以上が全体の６割以上を占めて

います。 

・これらのことから、後期高齢者となる 75 歳までではなくその先の 80 歳までの介護予

防や認知症予防をはじめとした高齢者施策の充実が必要となります。 

・また、孤立しやすい高齢者や「老老介護」の世帯が増加していくことや、介護が必要と

なると同居が始まることが推測されますので、身近な地域で支えていく仕組みづくりや

家族介護者への支援制度の充実が重要となります。 

 

② 介護予防・健康づくりの推進 

・アンケート調査結果によると、現在治療中、または後遺症のある病気では「高血圧」が

最も多く、「糖尿病」「高脂血症（脂質異常）」と合わせ半数以上を占めています。これ

らはいわゆる生活習慣病と呼ばれ、日本人の三大死因である「がん」「脳血管疾患」「心

疾患」の危険因子となります。しかしながら、事業対象者・要支援認定者では現に、介

護・介助が必要になった原因は「高齢による虚弱」が３割を超えて、要介護認定者では、

現在抱えている病気では「認知症」が多くなっています。 

・これらのことから、より介護予防の視点に立った適切な情報提供が必要です。また、健

康寿命の延伸のため生活習慣病予防に向けての適切な情報提供及び知識の普及も重要

となります。 

・一般高齢者は介護予防教室や介護予防事業を、自治会館など身近な場所で参加したいと

考えているため、現在実施している「おーい！元気会」での対応や、ふくしの会の活用

等検討が必要と考えられます。 
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・また、２号被保険者では介護予防教室や介護予防事業を受ける場所として、保健福祉セ

ンターや生涯学習センターを考えているため、今後は対象別に町民ニーズを的確に把握

し開催場所等を検討していく必要があります。 

 

③ 認知症 

・ 認知症について不安に感じることとして、「認知症の症状の進行」「認知症の相談先・受

診先」や「介護者の精神的ストレス」「介護者の肉体的負担」「介護者の精神的ストレス」

が挙げられています。病院との連携や介護者への支援策の充実が求められています。 

・ 重点を置くべき認知症対策として、「早期発見・早期診療の仕組みづくり」を多数の方

が挙げており、「医療と介護の連携」「認知症グループホームや特別養護老人ホームなど

の施設整備」も多くの方が指摘しています。早期発見・早期診療の仕組みづくりをはじ

めとして、早急な対処が必要です。 

・ 要介護認定者のなかで、認知症の症状がある又は家族に認知症の症状がある方が３割

を占めています。ところが認知症に関する相談窓口を知っている方は少なく、相談窓口

の周知の徹底が必要です。 

・ 高齢者の認知症についての情報の取得方法では、「町の広報」を挙げる方が多数となっ

ています。認知症施策に関する広報の充実が望まれます。 

・認知症施策の取組として事業を実施していますが、町民に情報が行き届いていない現状

があります。周知方法や情報発信の方法について検討していく必要があります。 

 

④ 日常生活・生活支援 

・ アンケート結果より、要介護認定者の 2 割近くの方がひとり暮らし高齢者です。この

ことから、さらなる介護・見守り体制の整備が喫緊の課題となっています。 

・ 日常生活に困っていることの最上位は「庭木の手入れ」で、「買い物」「季節の衣類・器

具の出し入れ」「身体的なこと」が続いています。社会福祉協議会やシルバー人材セン

ターの事業の充実など支援策を検討して行くことが必要です。 

・ 福祉サービスでは「避難行動要支援者登録制度」「あしがら安心キット交付事業」に関

心が寄せられています。現在の周知方法について検討していく必要があります。 

 

⑤ 介護者 

・ 主な介護者は、本人や家族・親族が多く、介護を主な理由として過去 1 年の間に仕事

を辞めたり、転職したりした方が１割ほどいます。 

・ 介護を続けながら「フルタイムで働いている」方は２割ほどで、「パートタイムで働い

ている」方を合わせても４割台でしかありません。また、今後も働きながら介護を続け

ていけそうかという点に関して、「問題なく、続けていける」方は２割ほどです。 

・ 介護と仕事の両立が可能となるよう、「制度を利用しやすい職場づくり」「労働時間の

柔軟な選択（フレックスタイム制など）」「介護休業・介護休暇等の制度の充実」などを

促進していく必要があります。 
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・ 介護者は多くの困難を抱えています。「認知症状への対応」「入浴・洗身」「夜間の排泄」

等に現在の生活を継続していくにあたって不安に感じています。介護基盤整備など支援

策の充実が必要です。 

 

⑥ 日常活動・社会参加 

・ 一般高齢者の地域活動への参加率は総じて低いという結果になっています。参加を促

進し、高齢者の活性化につなげていく方策を検討する必要があります。 

・ 一般高齢者の半数の方が地域づくり活動への参加意向を持っています。住民主体の通

いの場や日常生活支援策・災害時支援策に結び付ける等、参加の諸方策を検討する必要

があります。 

 

⑦ 介護保険 

・ 保険料に負担を感じている方が多く、制度の持続可能性を視野に入れながら、また、保

険料とサービスの関係につき、一般高齢者と認定者との見解の相違を考慮に入れながら、

慎重に検討することが求められています。 

 

⑧ 施策全般 

・ 事業対象者・要支援認定者も一般高齢者も、介護が必要になったとき暮らしたい場所

として「自宅」を挙げる方が半数を超えています。住み慣れた地域で、自分らしい暮ら

しを人生の最期まで続けることが出来るよう地域包括ケアシステムの構築が重要とな

ります。 

・ 地域包括支援センターの認知度は５割に達していない状況です。地域包括支援センタ

ーが創設されて１５年経過していますが、直営地域包括支援センターであること、町福

祉課内に設置されていることから、名称の認知度が高くないことが予測されます。地域

包括ケアシステムの核となる点からも、名称の周知に関して工夫が必要です。 

・ 高齢者虐待防止策として早期発見・早期診療の仕組みづくりが求められておりますが、

反面、虐待の経験や見聞は数％となっております。高齢者虐待に関する知識の普及等の

周知について検討する必要があります。 

・ 高齢者施策として、「介護する家族に対する支援」「介護を必要とする高齢者の施設整

備（介護老人福祉施設など）」「訪問看護などの在宅医療の充実」「健康づくり事業の充

実や、疾病予防対策の推進」などの展開が望まれています。 
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第３章 計画の基本理念 
 

１ 基本理念 

『第 8 期大井町高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画』では、本町の後期高齢者

人口の増加とともに認知症高齢者支援、一人暮らし高齢者や高齢者世帯への生活支援

等が喫緊の課題となっており、介護ニーズの増加により給付費の増大も看過できない

課題であるとの認識を踏まえて、前期からの地域包括ケアシステム※22の構築をさらに

進めていく必要があるとして、「あんしん・いきいき・夢おおい 暮らしのまち」とい

う前期からの基本理念を引き継ぎました。 

地域包括ケアシステムは、団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年（令和 7 年）

を目途に、構築することになっていますが、今期の計画では、団塊ジュニア世代が 65

歳以上となり、高齢人口がピークを迎え、介護ニーズの高い 85 歳以上人口が急速に

増加することが見込まれている 2040 年（令和 22 年）を見据え、地域共生社会の実

現を目指して計画を設計することが求められています。地域共生社会とは、「高齢者介

護、障害福祉、児童福祉、生活困窮者支援などの制度・分野の枠や、支える側・支え

られる側という従来の関係を超えて、人と人、人と社会がつながり、一人ひとりが生

きがいや役割を持ち、助け合いながら暮らしていくことのできる包摂的な社会※23」を

指しています。 

これを踏まえて、今期も基本理念を引き継ぎ、計画を進めていきます。 

 

【第 8 期基本理念】 

 

 

 

 

 

 

 

 
※22 地域包括ケアシステム･･･高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、

住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される体制。 
※23 包摂的な社会･･･地域や職場、家庭でのつながりが薄れ、社会的に弱い立場にある人々を排除する危険性が増大する

なかで、その構造と要因を克服し、社会的に弱い立場にある人々も含め、住民一人ひとりを排除や摩擦、孤独や孤立か

ら援護し、すべての住民が地域社会の一員としてお互いに支え合うことのできるようになった社会。 

 

あんしん・いきいき・夢おおい 暮らしのまち 
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２ 基本目標 

基本理念を具体的に実現するために、本町では本計画の骨組みとなる基本目標を次

のように設定します。 

 

基本目標１ 地域包括ケアシステムの推進 

高齢化のさらなる進行と要介護認定者の伸びを踏まえて、可能な限り住み慣れた地域で、

自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・

生活支援の一体的な提供を図る地域包括ケアシステムの構築を目指します。地域包括支援

センターを拠点に、医療や地域の関係団体・機関による連携や、多職種の協働による地域

包括ケアの推進体制の充実を図ることで、在宅医療・介護の一体的な提供を推進します。         

また、身近な地域で支える仕組みづくりとして地域共生社会の実現を見据えた取組を関

係機関と連携して調整します。 

 

基本目標２ 介護予防・健康づくり施策の充実と推進 

いきいきと人生を送ることができるように、介護予防事業や認知症予防を推進すると 

ともに、生活習慣病予防に重点を置いた健康づくり施策を行い、高齢期の健康に対する 

意識を高めます。 

健康的な後期高齢期を迎えることが出来るよう、高齢者の保健事業と介護予防の一体的

実施の取組をなど、高齢者施策を充実することで、後期高齢者となってもできるだけ長く

元気で暮らせるように支援します。 

 

基本目標３ 認知症施策の推進 

認知症になっても住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けるため、認知症の人やその家

族の視点に立ち、認知症への理解を深めるための普及・啓発や早期発見・早期診療の仕組

みづくりや認知症相談窓口の周知を推進します。 

 

基本目標４ 生きがいづくりと社会参加の推進 

地域活動の充実により生きがい活動を推進するとともに、社会の担い手として活躍でき

るよう支援します。 

 

基本目標５ 介護保険サービスの充実 

高齢化のさらなる進行と要介護認定者の伸びを踏まえて、介護保険サービスの量的な整

備と質の向上を進め、介護サービスの円滑な提供を図ります。また、良質なサービスの提

供が可能となるように、福祉人材の育成・支援やサービスの質の向上のための取組にも力

を入れていくとともに、介護給付の適正化を図ります。  
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３ 施策の体系 
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１ 地域包括支援センターの機能強化 

基本 

理念 
基本目標 具体的な取組 

基本目標１ 

地域包括ケアシステムの推進 

２ 地域における支え合いの推進 

３ 生活支援サービスの充実 

４ 在宅医療・介護の連携の推進 

５ 家族介護支援の推進 

６ 安全・安心なまちづくり 

基本目標２ 

介護予防・健康づくり施策の充実と推進 
１ 介護予防事業の充実 

２ 健康づくりの推進 

基本目標５ 

介護保険サービスの充実 
１ 介護給付の適正化とサービスの質の向上 

２ 介護人材の育成 

基本目標３ 

認知症施策の推進 
１ 認知症予防の推進 

２ 相談・支援体制の充実 

基本目標４ 

生きがいづくりと社会参加の推進 
１ 生きがい活動の推進 

２ 社会参加の促進 

３ 就労の支援 

７ 地域共生社会の実現 
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第４章 計画の具体的な取組 
 

 

基本目標１ 地域包括ケアシステムの推進 

（１）地域包括支援センターの機能強化 

地域包括支援センターは、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を続けることがで

きるように、日常生活圏域※24ごとに設置するものとされ、地域包括ケアの拠点として役

割を果たしています。地域包括支援センターでは、主任介護支援専門員・保健師・社会福

祉士等が中心となって、地域で暮らす高齢者を介護、福祉、医療等様々な機関とのネット

ワークをつくり、総合的に支援しています。  

 

【具体的な取組】 

〇地域包括支援センターの運営【福祉課】 

  ・定期的な周知の実施 

〇包括的・継続的マネジメント事業の推進【福祉課】 

・ケアマネジャー個別相談窓口の設置     

     ・ケアマネジャー連絡会の開催 

・足柄上地区地域包括支援センター連絡会へ参加 

     ・あしがらケアマネ連絡会へ参加  

・地域ケア会議（地域けあねっとわーく会議・介護予防のための地域ケア個別会議）の開催 

   〇高齢者虐待防止対策の推進【福祉課】   

・高齢者虐待ネットワーク事業の実施 

 

今後の方針 

・身近な相談窓口としての地域包括支援センターの位置づけが確立するよう、広報活動に積極的

に取組ます。 

・会議や連絡会の場を活用し、地域の関係機関と共に地域課題の共有と明確化、その解決に向け

て取り組んでいきます。 

・介護予防のための地域ケア個別会議を定期的に開催するとともに、助言者としてのリハビリ専

門職の確保を進めていきます。 

・高齢者虐待防止についてホームページやパンフレットの活用、関係機関への制度案内を行い、

早期発見に努めます。また、高齢者虐待防止ネットワーク運営委員会を中心に、関係機関との

連携に取り組んでいきます。 

 

 
※24 日常生活圏域･･･住民が日常生活を営んでいる地域として、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、介護

給付等対象サービスを提供するための施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して定める圏域。本町では、町

内全体を１圏域としています。 
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（２）地域における支え合いの推進 

今後、支援の必要なひとり暮らし高齢者等の増加が予想されます。高齢者が住み慣れ

た地域で安心して生活していくためには、公的な支援と併せて身近な地域の中での支え

あいや見守り等の支援を行っていくことが重要です。そのため、身近な地域で支える仕

組みづくりが必要であり、自治会やふくしの会、老人クラブをはじめとした地域活動を

行っている様々な組織の充実を社会福祉協議会と連携し進めていきます。 

 

【具体的な取組】 

〇高齢者の見守りネットワークの構築【福祉課】 

 ・民生委員児童委員児童委員による訪問活動 

 ・認知症サポーター養成講座の開催 

・足柄上地区認知症等行方不明 SOS ネットワーク事業の実施 

・あしがら安心キット配付事業 

・避難行動要支援者登録制度の推進 

・高齢者見守り支援事業の実施 

〇地域における支え合い活動の推進 

・ふくしの会活動の推進・支援【社会福祉協議会】 

・老人クラブへの支援【福祉課】【社会福祉協議会】 

 

今後の方針 

・今後も民生委員児童委員による訪問活動を行い、地域のつながりの強化を行います。また、引

き続き、オレンジカフェの開催により横の繋がりの場を提供していくとともに、現サポーター

が活動しやすいような後方支援や次世代の支援者養成について検討していきます。 

・各種登録制度につきましては認知症の方・ご家族、関係機関へ、事業の周知を行い、必要な方

に対して事前登録を推進し、安心して暮らせる町づくりを推進します。 

・地域における支え合いが推進するよう、地域活動への参加のきっかけとなるような、参加しや

すいメニューの講座等の開催を検討します。 

・居場所づくり活動等を通じて、担い手並びに参加者が、それぞれの立場や状況に応じて役割を

持てるように配慮し、地域活動への参加意欲や生きがいづくりの促進に努めます。 

・老人クラブについては加入者の増加を目指します。 
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（３）生活支援サービスの充実 

高齢者が住み慣れた地域でいつまでも自分らしい生活を続けることができるよう、必

要なサービスを提供していきます。 

また、必要な支援を適切に受けられるよう、情報提供や相談体制の充実を図ります。 

 

【具体的な取組】 

〇生活支援サービスの提供 

・配食サービスの実施【福祉課】 

・緊急通報装置の貸与【福祉課】 

・高齢転入者への民生委員児童委員の訪問事業【福祉課】 

・新たな公共交通形態の導入・運行【企画財政課】 

・移送サービス事業の実施【社会福祉協議会】 

・福祉器材貸出事業の実施【社会福祉協議会】 

・生活応援隊の実施【社会福祉協議会】 

・日常生活自立支援事業の実施【社会福祉協議会】 

〇生活支援サービス構築に向けた推進 

・生活支援コーディネーターとの連携【福祉課】 

・権利擁護の推進【福祉課】 

・総合相談事業の実施【福祉課】 

・成年後見制度利用支援事業の実施【福祉課】 

・福祉用具・住宅改修相談事業の実施【福祉課】 

・介護相談員派遣事業の実施【福祉課】 

〇情報提供の推進 

・広報おおいや生活カレンダーへの掲載【福祉課】【協働推進課】 

 

 

今後の方針 

・生活支援サービス全般の事業や制度について、予防的な制度活用ができるよう、周知を積極的

に行います。周知方法は、現在行っている町生活カレンダー及び年１回の町広報誌への掲載、

民生委員児童委員の高齢転入者への訪問活動の継続のほか、町内医療機関・薬局・スーパーな

どの掲示やケアマネジャーに対しての制度の周知を行います。 
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・移送サービス事業については、これまでの通院に限らす、買物支援などの優先的な課題の解決

へむけて、「共生社会仕組みづくり外出支援モデル事業等研究会」へ参画し研究・検討を進め

るとともに、試行的な取組を継続します。 

・福祉機材の貸し出し事業は、ケガ等により一時的に必要な方への支援と小学校の福祉教育時の

貸し出しに向け、一定台数を継続的に確保します。 

・生活支援サービス構築に向けて、類似する課題に取り組んでいる好事例などを参考に、町に合

った活動の在り方について、生活支援コーディネーターを中心に検討します。また、多様化す

る生活支援ニーズに対応出来るよう、新たな担い手の確保へ向けて広報・啓発を拡充します。 

・生活支援サービスの構築に向けて、担い手同士の関係を強化することを目的に定期的に交流会

等を開催するとともに、必要に応じてスキルアップ研修等を行います。 

・身近な相談窓口を地域包括支援センターが担い、専門的な知識と技術の習得のため、積極的に

研修などへ参加するとともに、より専門的な関係機関との連携を強化し、関係機関との連携強

化に努めます。また、高齢化の加速に伴い、成年後見制度への移行が必要な方が増加すること

を視野に、社会福祉協議会が法人後見として受任できるよう研究・検討を行います。 

・介護相談員派遣事業については今後も継続して実施し、的確なアドバイスを行い介護保険の適

切な利用に努めるとともに、介護相談員、事業所、町が連携することにより、町民のサービス

向上へつながるため、引き続き連携会議を開催し、サービス利用者のニーズに合ったサービス

提供に努めていきます。 

 

 

 

（４）在宅医療・介護の連携の推進 

医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、可能な限り住み慣れた地域で自分ら

しい暮らしを続けることができるよう、地域における医療と介護の関係機関が連携し、

多職種協働により在宅医療・介護を一体的に提供できる体制の構築を目指します。 

 

【具体的な取組】 

〇在宅医療・介護連携推進事業の実施【福祉課】 

 ・住民向け講演会の開催 

・専門職向け研修会や情報交換会の開催 

 

今後の方針 

・医療と介護の連携の必要性については引き続き住民対象の講演会を開催すると主に、専門職向

けの研修会を開催し介護人材の育成及びサービスの質の向上に努めます。また、課題の明確化

と解決に向けて 1 市５町と委託先で検討を進めていきます。 

・県西地区地域包括ケアシステムにおける取組との調整も図ります。 
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（５）家族介護支援の推進 

介護者の負担の軽減を図るため、介護者に対する支援の充実・強化を図っていくこ

とが重要です。そのため、各種サービスに関する情報提供や、介護に取り組む家族へ

の支援の充実を促進していきます。 

 

【具体的な取組】 

〇介護者への支援策の充実【福祉課】 

・地域密着型サービスの充実 

  ・高齢者向け住まいの確保 

  ・住宅施策と連携した居住の確保 

〇認知症高齢者家族支援の実施【福祉課】 

 ・認知症家族のつどいの開催 

・オレンジカフェ(認知症カフェ)の開催 

 

今後の方針 

・在宅介護支援を進める一方で、介護サービス基盤の充実を図るとともに、サービス利用につい

て町民への普及を図ります。 

・町営住宅をはじめ、高齢者向け住まいの確保に努めます。 

・引き続き認知症高齢者家族支援事業を継続し、家族介護者の支援を推進します。 

 

（６）安全・安心なまちづくり 

高齢者が事故や犯罪に巻き込まれない地域社会づくりと、未然に防止する対策や活

動が必要です。また、大規模災害が懸念される中で、高齢者が安心して暮らすために

は、災害時に安全に避難できるためのサポート体制の充実を推進します。 

 

【具体的な取組】 

〇交通安全の推進【防災安全課】 

〇防犯対策の推進【防災安全課】 

〇災害対策の推進【防災安全課】 

〇福祉避難所及び避難行動支援体制の整備【福祉課】 

〇公共施設、道路等の整備の推進【都市整備課】 

〇通行に支障となる物件の除却推進【都市整備課】 
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今後の方針 

・引き続き高齢者交通事故対策の取組を行い、高齢者事故の減少を目指します。また、地域の要

望を受け付け、関係機関と調整し、町内の危険箇所を減らしていきます。 

・高齢者をはじめ幅広い世代に自主防犯意識を持っていただけるよう啓発活動を行います。 

・多様化する情報配信の利用方法周知を図り、利用者の生活スタイルに合った情報入手手段での

着実な防災情報入手を推進します。また、防災行政無線（同報系）の「戸別受信機」に関して、

新規購入希望調査（需要確認）を通して購入費助成を計画実施して行きます。 

・福祉避難所の整備については、防災担当課と調整しながら進めます。 

・避難行動要支援者登録制度について制度の理解及び必要な方の登録が行われるよう周知に努

めます。 

・公共施設や道路等、誰もが安全に安心して利用できる環境を構築するとともに、補助金等の特

定財源確保や地域の理解・協力を得られるよう、情報提供等に努めます。 

・段差ブロックや道路にはみ出した庭木など、安全な通行の支障となるものに関して、広報など

による周知を継続的に行うとともに、日常のパトロール等により通行に支障となる物件につ

いて指導を行います。 

 

 

（７）地域共生社会の実現 

地域住民が抱える課題が複雑化・複合化（8050 世帯※25や介護と育児のダブルケ

アなど）する中で、従来の属性別支援体制では対応が困難であるため、属性を超えた

相談窓口の設置等の包括的な支援体制を円滑に構築できるような仕組みの創設につい

て、関係機関と連携し推進します。 

  

 
※25 8050 世帯･･･80 歳代の親と 50 歳代の子どもが同居する世帯。子どものひきこもりが長期化し、40 代、50 代

と中高年になる一方、親も高齢化して働けなくなり、生活に困窮したり、社会から孤立したりすることが問題になって

います。 
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基本目標２ 介護予防・健康づくり施策の充実と推進 

（１）介護予防事業の充実 

住み慣れた地域での生活をいきいきと続けていくために、自立支援、介護予防・重度化防

止に必要な支援を提供していきます。 

 

【具体的な取組】 

〇介護予防・日常生活支援総合事業の実施【福祉課】 

・介護予防把握事業の推進 

・訪問型サービス（運動・栄養・口腔）の実施 

・通所型サービス（はつらつ倶楽部）の実施 

・介護予防普及啓発事業 

・介護予防講座の開催 

・地域介護予防活動支援事業（おーい！元気会）の推進 

・地域リハビリテーション活動支援事業（通いの場へのリハビリテーション専門職派遣事業）

の推進 

・「おーい!元気会」運営サポーターボランティアポイント制度の実施 

〇適切な介護予防ケアマネジメント事業の推進【福祉課】 

〇高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施に向けた連携 

【子育て健康課】【町民課】【福祉課】 

〇高齢者食事改善事業の実施【子育て健康課】【福祉課】 

 

【介護予防事業における自立支援と重度化防止に向けた取組と目標】 

指標 
令和元年度 

（実績値） 

第８期（目標値） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

訪問型サービス新規利用者数 （人） 12 12 12 12 

はつらつ倶楽部新規利用者数 （人） ６ ６ ８ 10 

訪問型サービスからはつらつ倶楽部 

への移行数                 （人） 
３ ３ ４ ５ 

訪問型サービス及びはつらつ倶楽部 

から通いの場への移行数     （人） 
０ ３ ３ ３ 

おーい！元気会参加者延べ数  （人） 2,505 2,550 2,600 2,650 
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今後の方針 

・事業対象者の把握のため、チェックリストの回収率が上昇するよう未回収者への対応について

検討します。 

・事業の実施については法改正の動向などに注視し、事業効果の的確な把握に努め、介護予防の

推進を図るとともに、保健事業と介護予防の一体的な事業の実施との調整を図ります。 

・介護予防講座については、事業実施後のアンケートの実施など今後も町民ニーズの把握に努

め、現状・要望に即した事業を実施します。 

・「おーい！元気会」は地域における介護予防活動として効果的な事業であることから、運営サ

ポーターによる運営が継続できるよう、引き続き検討を重ねながら事業を実施していきます。 

・令和 2 年度より、地域リハビリテーション活動支援事業として理学療法士及び歯科衛生士の

通いの場への派遣事業を開始したことから、今後は派遣の対象となる通いの場を段階的に増

やし、より多くの通いの場において介護予防の視点を踏まえた活動を行い、気軽に介護予防活

動を行える場所を拡大していきます。 

・適切なケアマネジメントとなるようケアマネジメント能力の向上及び、関係機関との連携や情

報収集に努めていきます。 

・高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施については令和４年度の事業実施に向け、関係各

課との連携体制を確立します。 

・高齢者食事改善事業については引き続き訪問等で周知するとともに、参加しやすい教室運営を

検討していきます。また、保健事業と介護予防の一体的な事業の実施との調整を図ります。 
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（２）健康づくりへの推進 

健康寿命の延伸に向け、生活習慣病予防に重点を置いた健康づくり施策を行い、高齢

期の健康に対する意識が高まり、できる限り健康でいきいきと人生を楽しむことができ

るよう支援します。 

 

【具体的な取組】 

〇健康づくり施策の充実 

・健康手帳の交付【子育て健康課】 

・健康教育(集団健康教育)の実施【子育て健康課】 

・健康相談の実施【子育て健康課】 

・健康診査(特定健康診査)の実施【子育て健康課】 

・健康診査(後期高齢者特定健康診査)の実施【子育て健康課】 

・健康診査(がん検診)の実施【子育て健康課】 

・「いきいき・おおい・健康ステーション～未病センターおおい～」運営事業【子育て健康課】 

 

今後の方針 

・健康手帳について引き続き広報・ホームページで周知するとともに、健康相談や健康教育で活

用方法を伝えていきます。 

・健康教育・健康相談について引き続き広報・ホームページ等で周知するとともに、参加しやす

い教室運営や必要な方が相談につながるよう関係機関と連携します。 

・各種健診の受診率向上に向け、広報紙や町ホームページ等で周知を行うとともに受診率の低い

若年層に対し電話及び文書による受診勧奨を行うとともに人間ドック費用助成の制度につい

ての周知や効果的な周知方法を検討していきます。 

・「いきいき・おおい・健康ステーション～未病センターおおい～」について、健診や健康教育

などで周知をするとともに、県や企業とも連携したプログラムを実施し、多くの人の利用を目

指します。 
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基本目標３ 認知症施策の推進 

（１）認知症予防の推進 

今後さらに認知症高齢者が増えることが予想されるため、さまざまな機会を通じて、

認知症の早期発見、治療、重度化予防や認知症に対する正しい理解を促進していきます。 

 

【具体的な取組】 

〇(再掲)介護予防・日常生活支援総合事業の実施【福祉課】 

・介護予防把握事業の推進 

・通所型サービス（はつらつ倶楽部）の実施 

・訪問型サービス（運動・栄養・口腔）の実施 

・介護予防普及啓発事業 

・介護予防講座の開催 

・地域介護予防活動支援事業（おーい！元気会）の推進 

・地域リハビリテーション活動支援事業（通いの場へのリハビリテーション専門職派遣事業

の推進 

・「おーい!元気会」運営サポーターボランティアポイント制度の実施 

〇(再掲)認知症高齢者家族支援の実施【福祉課】 

 ・認知症家族のつどいの開催 

・オレンジカフェ(認知症カフェ)の開催 

 

 

今後の方針 

・地域における介護予防活動を継続できるよう、引き続き検討を重ねながら事業を実施していき

ます。 
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（２）相談・支援体制の充実 

認知症高齢者の尊厳が守られ、安心して生活できるよう、さまざまな機会を通じて、認

知症の早期発見、早期対応を促進していくとともに、関連機関との連携を図り、認知症の

方に適切な支援を行っていきます。 

 

【具体的な取組】 

〇認知症高齢者対策の推進【福祉課】 

・関係機関との連携 

・認知症サポーターの養成 

・(再掲)高齢者の見守りネットワークの構築 

・(再掲)認知症高齢者家族支援の実施 

・認知症ケアパスの作成 

・認知症に関する講演会の開催 

・相談窓口の周知 

・認知症初期集中支援チームの活動 

・認知症地域支援推進員の活動 

 

今後の方針 

・今後も必要な事業を実施していくとともに、認知症サポート医・認知症地域支援推進員を中心

に医療福祉の機関との連携を図っていきます。また、幅広い年代のサポーター養成を行いつつ、

活動できるサポーターの支援について検討していきます。 

・引き続き、オレンジカフェの開催により横の繋がりの場を提供していくとともに、現サポータ

ーが活動しやすいような後方支援を行っていく。次世代の支援者養成について検討するとと

もに、チームオレンジの構築についても検討していきます。 

・引き続き事業を継続し、家族介護者の支援を推進します。 

・認知症ケアパスについては、今後の更新の際にも認知症当事者や家族の意見を取り入れていく

ことを継続していきます。作成したものが必要な人に届くように町内の医療機関、薬局、介護

事業所、町施設、認知症ステップアップサポーター養成講座受講者に配布します。 

・今後の実施内容については当事者・家族、支援者の意見も取り入れて検討していきます。 
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基本目標４ 生きがいづくりと社会参加の推進 

（１）生きがい活動の推進 

高齢者が社会の一員として、生きがいや充実感を持ちながら、主体的に地域生活を送

ることは、生活の質を向上させるだけでなく、健康の維持増進にもつながります。 

そのため、様々な生きがい活動を推進するとともに、高齢者が長年培ってきた知識や

技術、経験を生かし発揮できる環境づくりを推進します。 

 

【具体的な取組】 

〇高齢者の生きがいと健康づくり推進事業【福祉課】 

〇生涯学習活動の推進【生涯学習課】 

〇エイジフレンドリーシティへの参加【福祉課】 

〇スポーツ活動の推進【生涯学習課】 

〇（再掲）ふくしの会活動の推進・支援【社会福祉協議会】 

 

今後の方針 

・今後も引き続き、老人クラブを始めとする関係機関の協力の元、事業の推進に努めます。 

・町民が主体となり、町民個々の特性や資源を生かした事業の企画・運営が行える組織づくりを

目指します。 

・引き続き、趣味や生きがいづくりのきっかけとなるような教室・講座の開催や、おおい自然園

事業などへの参加促進などにより、地域の人材を活用し、町民と協働した自主的な学習支援を

行っていきます。 

・今後も高齢者の方々がいきいきと暮らせるよう、社会全体でその暮らしを支えていけるような

街づくりを推進していきます。 

・二ュ－スポ－ツの推進及びラジオ体操の啓発を行い、高齢者が気軽に運動する機会を提供して

いきます。 

・地域活動への参加のきっかけとなるような、参加しやすいメニューの講座等の開催を検討しま

す。 

・居場所づくり活動等を通じて、担い手並びに参加者が、それぞれの立場や状況に応じて役割を

持てるように配慮し、地域活動への参加意欲や生きがいづくりの促進に努めます。 
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（２）社会参加の促進 

高齢者がレクリエーションやおしゃべりを楽しむ等、気軽に過ごせる場を提供し、生

きがいづくり並びに生活範囲の拡大を支援しています。 

 

【具体的な取組】 

〇（再掲）老人クラブへの支援【福祉課】 

〇敬老事業の推進【福祉課】 

〇食事サービス事業【社会福祉協議会】 

 

今後の方針 

・今後も老人クラブ加入者の増加を目指すと共に、活動内容の充実化を図ります。 

・敬老事業の内容を検討すると共に、引き続き事業を実施していきます。 

・食事サービス事業は、多くの方に参加していただけるよう、対象者をはじめ実施内容の見直し

を検討していきます。 

 

（３）就労の支援 

高齢者の就労機会が広がるように、一般社団法人大井町シルバー人材センターの登録

者数の増加を目指すとともに、その周知と利用機会の向上を図ります。 

 

【具体的な取組】【福祉課】 

〇高齢者の雇用促進 

〇高齢者の就労支援 

 

今後の方針 

・引き続き、元気な高齢者が担い手として活躍できるよう、情報の提供に努めるとともに、関係

機関と連携していきます。 
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基本目標５ 介護保険サービスの充実 

（１）介護給付の適正化とサービスの質の向上 

要介護認定や介護給付費の適正化に向けた取組実施するとともに、利用者に対して適

切にサービスが提供されるよう、町指定介護サービス事業者に対する集団指導、実地指

導を定期的に行いサービスの質の向上を図ります。また、地域ケア会議を通じて、利用者

個人に対する支援の充実を進めていきます。 

 

【具体的な取組】 

〇介護給付費の適正化の推進【福祉課】 

・要介護認定の適正化の取組の推進 

・ケアプランの点検の実施 

・住宅改修の点検事業の推進 

・医療情報との突合・縦覧点検の推進 

・介護給付費通知の実施 

・実地指導及び集団指導の実施 

〇災害や感染症対策に係る体制整備【防災安全課】【福祉課】 

  ・災害時に備えた取組の確認 

  ・感染症の流行等を踏まえた取組の推進 

 

今後の方針 

・認定調査員に対し、定期的に研修を実施し平準化を図ります。 

・ケアプラン点検については町による実地指導や集団指導の機会を活用して実施します。 

・そのほかの取組については引き続き実施していきます。 

・介護サービス事業所に対して、近年の災害や感染症発生に備えた取組を確認します。 

 

【介護給付費の適正化に係る主要事業の目標】 

指標 
令和元年度 

（実績値） 

第８期（目標値） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

要介護認定の適正化 

（調査員研修開催数（回/年）） 
１ １ １ １ 

ケアプランの点検 

（点検割合（％）【点検数/申請件数】） 
100 100 100 100 

住宅改修の点検 

（事前確認件数（件/年）） 
45 45 45 45 
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（２）介護人材の育成 

安定的なサービスの提供や、サービスの質の向上を図るため、中長期的な視点に立った

介護人材の育成に取組ます。 

 

【具体的な取組】 

〇介護ボランティア活動の啓発【福祉課】 

〇町インターンシップ制度の受け入れ【福祉課】 

〇介護サービス従事者就業環境改善の促進【福祉課】 

〇雇用環境改善制度の周知【福祉課】 

 

今後の方針 

・介護施設における介護人材不足についての課題の明確化と支援の必要性について検討します。 

・生活支援コーディネーターと連携を行い、生活支援に沿った仕組みづくりを検討します。 

・引き続き介護予防事業を支える運営サポーターの育成行うとともに、ボランティアポイント制

度により、ボランティア活動への意識啓発に努めます。また、引き続き、教育的側面から介護

人材の育成に努めます。 

・介護サービス従事者の就業環境の改善に向け、事業者に対する指導・相談体制の整備を進めま

す。 

・事業者に対して、介護職員(等特定)処遇改善加算・人材確保等支援助成金の制度を周知し、取

得を促していきます。 
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第５章 介護保険サービス量の見込み 
   高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることが出来るよう、ニ

ーズに応じた在宅サービスや施設のバランスのとれた基盤整備を進めていきます。そのため、

令和３年４月１日に地域密着型介護老人福祉施設及び小規模多機能型居宅介護事業所を、令和

５年度中に認知症対応型共同生活介護事業所を新たに開設します。 

 

１ 保険料算出の流れ  

 

第８期計画期間における保険料については、次の過程で算出をしました。 

 

１．被保険者数の

推計 

第１号被保険者数・第 2 号被保険者数について、令和３～５年

度の推計を行う。 

 
 

 

２．要介護・要支援 

認定者数 

被保険者数に対する要介護・要支援認定者数（認定率）の動向等

を勘案して将来の認定率を見込み、令和 3～５年度の要介護・要

支援認定者数を推計する。 

 
 

 

３．施設・居住系 

サービスの量 

要介護・要支援認定者数の見込み、施設・居住系サービスの整備

方針をふまえるとともに、これまでの給付実績を分析・評価し

て、施設・居住系サービス量を推計する。 

 
 

 

４．在宅サービス

等の量 

在宅サービスや地域密着型サービスにおけるこれまでの給付実績

を分析・評価して、見込量を推計する。 

 

 

 

 

 

 

５．地域支援事業

に必要な費用 

介護予防・日常生活支援総合事業費、包括的支援事業費、任意事

業費を見込み、地域支援事業に係る費用を推計する。 

 
 

 

６．保険料の設定   
介護保険の運営に必要な３～５の費用や被保険者数の見込みをも

とに、第８期の介護保険料を設定する。 

 

＊地域医療構想の必要病床数を目指した在宅医療の新たな需要に

伴う病床の機能分化により、介護保険施設への入所または在宅、居

住系サービスの需要を見込んでいます。 
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２ 被保険者数の推移 

（１）被保険者数の推計 

人口推計結果によると、総人口の減少が続く一方、第 1 号被保険者数は増減が少な

く、令和５年度には被保険者数は 4,912人、令和７年度には 4,890 人と予測されま

す。また、第２号被保険者数は令和 7 年度に増加のピークを迎えることが見込まれて

います。 

（人） 

区 分 

第８期計画期間 

令和７年度 令和22年度 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

総人口 17,326 17,318 17,304 17,276 15,937 

第１号被保険者 4,919 4,913 4,912 4,890 5,537 

 65～74 歳 2,439 2,279 2,147 1,912  2,816 

 75 歳以上 2,480 2,634 2,765 2,978 2,721 

第２号被保険者 

（40～64 歳） 
6,112  6,156  6,208  6,230  4,954  

被保険者数 計 11,031  11,069 11,120  11,120  10,491  

 

 

（２）要介護認定者数等の推計 

介護サービスの対象となる要介護(要支援)認定者数は、高齢者人口の増加に伴い、

一貫して増加傾向で推移していくものと見込まれます。 

 

（人） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 令和 22 年度 

要支援１ 65  67  70  76  90  

要支援２ 67  69  70  75  93  

要介護１ 138  145  154  163  196  

要介護２ 127  132  135  145  174  

要介護３ 93  95  101  109  145  

要介護４ 106  110  116  127  142  

要介護５ 67  69  75  79  106  

計 663  687  721  774 946  

※ 第２号被保険者を含む 
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３ 介護保険サービスの見込み 

（１）予防サービス必要量及び供給量の見込みの推計 

第８期計画期間におけるサービスの見込み量は次のとおりです。 

○ 予防サービスの必要量 

 
第８期（計画値） 

令和７年度 令和 22年度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

（１）介護予防サービス 

 
介護予防訪問入浴介護 

利用者回数（回/

月） 

0.0  0.0  0.0  
0.0  0.0  

 利用者数（人/月） 0  0  0  0  0  

 
介護予防訪問看護 

利用者回数（回/

月） 
34.4  33.0  33.0  33.0  41.6  

 利用者数（人/月） 8  8  8  8  10  

 介護予防訪問リハビリテー

ション 

利用者回数（回/

月） 
22.0  22.0  22.0  22.0  22.0  

 利用者数（人/月） 2  2  2  ２  2  

 介護予防居宅療養管理指導 利用者数（人/月） 3  3  3  4  4  

 
介護予防通所リハビリテー

ション 
利用者数（人/月） 5  5  5  ５ ６ 

 
介護予防短期入所生活介護 

利用者日数（日/

月） 
0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

 利用者数（人/月） 1  1  1  １  １  

 介護予防短期入所療養介護

（老健） 

利用者日数（日/

月） 
0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

 利用者数（人/月） 0  0  0  0  0  

 介護予防短期入所療養介護

（病院等） 

利用者日数（日/

月） 
0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

 利用者数（人/月） 0  0  0  0  0  

 介護予防短期入所療養介護

（介護医療院） 

利用者日数（日/

月） 
0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

 利用者数（人/月） 0  0  0  0  0  

 
介護予防特定施設入居者生

活介護 
利用者数（人/月） 1  1  1  1  1  

 介護予防福祉用具貸与 利用者数（人/月） 62  63  65  71 85 

 特定介護予防福祉用具購入 利用者数（人/月） 1  1  1  1  1  

 住宅改修 利用者数（人/月） 1  1  1  1  1  

（２）地域密着型介護予防サービス 

 介護予防認知症対応型通所

介護 

利用者回数（回/

月） 
0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

 利用者数（人/月） 0  0  0  0  0  

 
介護予防小規模多機能型居

宅介護 
利用者数（人/月） 8  8  ８  ８  ８  

 
介護予防認知症対応型共同生

活介護 
利用者数（人/月） 0  0  0  0  0  

（３）介護予防支援 利用者数（人/月） 67  71  72  78  95 
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（２）介護サービス必要量及び供給量の見込みの推計 

第８期計画期間におけるサービスの見込み量は次のとおりです。 

○ 介護サービスの必要量 

 
第８期（計画値） 

令和７年度 令和 22年度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

（１）居宅サービス 

 
訪問介護 

利用者回数（回/月） 1,743.1  1,759.9  1,725.5  2,011.2  2710.4  

 利用者数（人/月） 76  76  75  84  109  

 
訪問入浴介護 

利用者回数（回/月） 72.5  72.8  73.1  85.5  194.2  

 利用者数（人/月） 12  12  12  14  31  

 
訪問看護 

利用者回数（回/月） 654.7  685.7  802.2  787.1  1225.8  

 利用者数（人/月） 67  69  77  78  112  

 
訪問リハビリテーション 

利用者回数（回/月） 230.0  230.0  229.6  248.4  248.4  

 利用者数（人/月） 13  13  13  14  14  

 居宅療養管理指導 利用者数（人/月） 76  80  82  87 109 

 
通所介護 

利用者回数（回/月） 1,032.8  1,064.2  1,128.5  1137.0  1437.9  

 利用者数（人/月） 115  121  129  130  164  

 
通所リハビリテーション 

利用者回数（回/月） 313.8  309.5  308.4  361.0  470.2  

 利用者数（人/月） 41  41  41  48  62  

 
短期入所生活介護 

利用者日数（日/月） 423.7  423.7  424.2  571.1  762.6  

 利用者数（人/月） 38  38  38  49  63  

 
短期入所療養介護（老健） 

利用者日数（日/月） 50.8  50.8  50.8  50.8  53.0  

 利用者数（人/月） 9  9  9  9  10  

 短期入所療養介護（病院

等） 

利用者日数（日/月） 0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

 利用者数（人/月） 0  0  0  0  0  

 短期入所療養介護（介護医

療院） 

利用者日数（日/月） 0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

 利用者数（人/月） 0  0  0  0  0  

 福祉用具貸与 利用者数（人/月） 189  189  191  211 283 

 特定福祉用具購入 利用者数（人/月） 4  4  4  4  4  

 住宅改修 利用者数（人/月） 3  3  3  3  3  

 特定施設入居者生活介護 利用者数（人/月） 31  33  34  37 44 

（２）地域密着型サービス 

 
定期巡回・随時対応型 訪

問介護看護 
利用者数（人/月） 0  0  0  0  0  

 夜間対応型訪問介護 利用者数（人/月） 0  0  0  0  0  

 
地域密着型通所介護 

利用者回数（回/月） 368.7  368.7  377.4  411.7  500.9  

 利用者数（人/月） 37  37  39  42  51  

 
認知症対応型通所介護 

利用者回数（回/月） 97.0  97.0  115.8  119.9  164.3  

 利用者数（人/月） 8  8  9  10  13  

 小規模多機能型居宅介護 利用者数（人/月） 21  21  21  21  21  

 認知症対応型共同生活介護 利用者数（人/月） 18  18  30  30 36 

 
地域密着型特定施設入居者

生活介護 
利用者数（人/月） 0  0  0  0  0  

 
地域密着型介護老人福祉施

設入所者生活介護 
利用者数（人/月） 25  26  27  29 29 

 
看護小規模多機能型居宅介

護 
利用者数（人/月） 0  0  0  0  0  

（３）施設サービス 

        

 介護老人福祉施設 利用者数（人/月） 70  70  70  95 122 

 介護老人保健施設 利用者数（人/月） 49  49  49  62 75 

 介護医療院 利用者数（人/月） 0  0  0  1 1 

 介護療養型医療施設 利用者数（人/月） 1  1  1    

（４）居宅介護支援 利用者数（人/月） 304  313  322  328 395 
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○ 地域密着型施設・居住系サービスの必要利用定員総数 

 
第８期（計画値） 

令和７年度 令和 22年度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

認知症対応型共同生活介護 定員数（人/月） １８  １８  ３６  ３６ ３６ 

地域密着型特定施設入居者生

活介護 
定員数（人/月） 0  0  0  0  0  

地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護 
定員数（人/月） ２９  ２９  ２９  ２９ ２９ 

 

（３）地域支援事業必要量及び供給量の見込みの推計 

第８期計画期間におけるサービスの見込み量は次のとおりです。 

○ 介護予防・日常生活支援総合事業のサービスの必要量 

 
第８期（計画値） 

令和７年度 令和 22年度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

訪問介護相当サービス 
利用者数（人/

月） 
２８  ２９  ３０  ２７ ２６ 

通所介護相当サービス 
利用者数（人/

月） 
５３ ５７  ６０ ５１ ４８ 

介護予防ケアマネジメント 
利用者数（人/

月） 
３８ ４０ ４０ ４０ ４０ 

 

 

○ 包括的支援事業のサービスの必要量 

 
第８期（計画値） 

令和７年度 令和 22年度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

地域包括支援センターの運営 

（介護予防支援業務） 

利用者数（人/

月） 
６７ ７５ ７５ ７５ ７５ 

在宅医療・介護連携支援事業 相談窓口数 １  １  １  １ １ 

生活支援体制整備事業 

（協議体の開催） 

開催回数（回/

年） 
３ ３ ３ ３ ３ 

認知症総合支援事業 

（認知症ケアパスの更新） 

開催回数（回/

年） 
１ １  １ １ １ 

地域ケア会議っ推進事業 

（地域けあねっとわーく会議

の開催） 

開催回数（回/

年） 
６ ６ ６ ６ ６ 
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４ 総給付費の推計 

（１）予防給付費の推計 

第１号被保険者の保険料を算定する基礎となる第８期計画期間内の予防給付費の見

込みは、次のとおりです。 

○ 予防給付費         （千円） 

 

第８期 

（計画値） 
令和７年度 令和 22年度 

令和３年度 令和４年度 令和５年度   

（１）居宅サービス      

 介護予防訪問入浴介護 0  0  0  0  0  

 介護予防訪問看護 2,805  2,692  2,692  2692  3398 

 介護予防訪問リハビリテーション 785  786  786  786 786 

 介護予防居宅療養管理指導 621  621  621  828 828 

 介護予防通所リハビリテーション 2,007  2,008  2,008  2008  2274 

 介護予防短期入所生活介護 0  0  0  0  0  

 介護予防短期入所療養介護（老健） 0  0  0  0  0  

 介護予防短期入所療養介護（病院等） 0  0  0  0  0  

 介護予防短期入所療養介護（介護医療院 0  0  0  0  0  

 介護予防福祉用具貸与 4,389  4,468  4,593  5016 6020 

 特定介護予防福祉用具購入 300  300  300  300  300  

 介護予防住宅改修 1,302  1,302  1,302  1,302 1,302 

 介護予防特定施設入居者生活介護 1,129  1,130  1,130  1130  1130  

（２）地域密着型サービス      

 介護予防認知症対応型通所介護 0  0  0  0  0  

 介護予防小規模多機能型居宅介護 6,114  6,118  6,118  6118 6118  

 介護予防認知症対応型共同生活介護 0  0  0  0  0  

（３）介護予防支援 3,616  3,832  3,885  4209 5128 

予防給付費 23,068  23,257  23,435  24,389 27,284 
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（２）介護給付費の推計 

第１号被保険者の保険料を算定する基礎となる第８期計画期間内の介護給付費の見

込みは、次のとおりです。 

○ 介護給付費         （千円） 

 

第８期 

（計画値） 
令和７年度 令和 22年度 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

（１）居宅サービス 

 訪問介護 61,645  62,205  61,179  70,551 94,368 

 訪問入浴介護 10,768  10,818  10,862  12,708 28,881 

 訪問看護 37,183  38,908  46,131  44,847 71,366 

 訪問リハビリテーション 7,304  7,308  7,295  7,939 7,939 

 居宅療養管理指導 11,463  12,022  12,386  13,108 16,451 

 通所介護 90,765  94,536  101,336  100,095 127,514 

 通所リハビリテーション 35,498  35,054  34,954  41,380 54,946 

 短期入所生活介護 45,237  45,262  45,306  61,037 81,914 

 短期入所療養介護（老健） 6,878  6,881  6,881  6,881 7,159 

 短期入所療養介護（病院等） 0  0  0  0  0  

 短期入所療養介護（介護医療院） 0  0  0  0  0  

 特定施設入居者生活介護 71,858  76,066  78,647  86,199 101,945 

 福祉用具貸与 32,539  32,539  33,181  36,454 50,981 

 住宅改修 3,222  3,222  3,222  3,222  3,222  

 特定福祉用具購入 1,320  1,320  1,320  1,320 1,320  

（２）地域密着型サービス 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0  0  0  0  0  

 夜間対応型訪問介護 0  0  0  0  0  

 地域密着型通所介護 35,491  35,511  36,567  39,743 48,569 

 認知症対応型通所介護 14,316  14,324  17,045  17,752 24,207 

 小規模多機能型居宅介護 43,501  43,526  43,526  43,526   43,526   

 認知症対応型共同生活介護 53,758  53,788  89,146  89,146 106,849 

 地域密着型特定施設入居者生活介護 0  0  0  0  0  

 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 82,534  85,629  88,933  94,777 94,777 

 看護小規模多機能型居宅介護 0  0  0  0  0  

（３）介護保険施設サービス 

 介護老人福祉施設 217,614  217,735  217,735  296,771   381,373 

 介護老人保健施設 164,106  164,197  164,197  207,415 251,038 

 介護医療院 0  0  0  4,314 4,314 

 介護療養型医療施設 4,688  4,691  4,691    

（４）居宅介護支援 53,737  55,411  57,282  58,212 70,636 

介護給付費 1,085,425  1,100,953  1,161,822  1,337,397 1,673,295 
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（３）地域支援事業費の推計 

第８期計画期間内の地域支援事業費の見込みは、次のとおりです。 

○ 地域支援事業費          （円） 

 

第８期 

（計画値） 
令和７年度 令和 22年度 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

（１）介護予防・日常生活支援総合事業 

 訪問介護相当サービス 6,163,596  6,348,480  6,538,940  6,124,230 5,777,814 

 通所介護相当サービス 17,001,420  18,386,460  19,864,850  15,932,787 15,031,553 

 栄養改善や見守りを目的とした配食 0  0  0  0  0  

 
定期的な安否確認、緊急時の対応、住民ボ

ランティア等の見守り 
0  0  0  0  0  

 
その他、訪問型サービス・通所型サービス

の一体的提供等 
0  0  0  0  0  

 介護予防ケアマネジメント 6,172,322  6,300,000  6,300,000  6,300,000 6,300,000 

 介護予防把握事業 971,166  1,065,274  1,171,801  1,080,712   987,447   

 介護予防普及啓発事業 163,200  163,200  163,200  163,200   163,200 

 地域介護予防活動支援事業 2,870,928  2,880,000  2,880,000  29,000,000   29,000,000   

 一般介護予防事業評価事業 0  0  0  0  0  

 地域リハビリテーション活動支援事業 460,500  460,500  460,500  460,500   460,500 

 上記以外の介護予防・日常生活総合事業 80,160  96,240  115,440  83,247   76,062 

（２）包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）及び任意事業 

 
包括的支援事業(地域包括支援センターの

運営) 
28,434,924  29,000,000  29,000,000  27,403,386 31,029,151 

 任意事業 2,155,828  2,156,000  2,156,000  2,156,000  2,156,000  

（３）包括的支援事業（社会保障充実分） 

 在宅医療・介護連携推進事業 2,571,200  2,600,000  2,600,000  2,600,000 2,750,000   

 生活支援体制整備事業 2,827,160  2,900,000  2,900,000  2,900,000   2,900,000   

 認知症初期集中支援推進事業 154,720  160,000  160,000  160,000   160,000   

 認知症地域支援・ケア向上事業 50,877  60,000  60,000  60,000   60,000   

 
認知症サポーター活動促進・地域づくり

推進事業 
50,000  50,000  50,000  50,000  50,000  

 地域ケア会議推進事業 66,000  66,000  66,000  67,000 67,000   

地域支援事業費 73,207,191  75,705,344  77,499,921  73,133,716 71,897,043 
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５ 第１号被保険者の保険料 

（１）介護保険の財政構成 

第８期計画期間における介護保険の財源については、次のとおりです。 

○ 介護保険の財源構成                        （％） 

 
介護給付費 

（施設等） 
介護給付費 

（その他サービス） 

地域支援事業費 

介護予防・日常生活 

支援総合事業 

包括的支援事業 

任意事業 

国 15.0 20.0 20.0 38.5 

神奈川県 17.5 12.5 12.5 19.25 

大井町 12.5 12.5 12.5 19.25 

第１号被保険者 23.0 23.0 23.0 23.0 

第２号被保険者 27.0 27.0 27.0   

調整交付金（国） 5.0 5.0 5.0  

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 

 

（２）保険料収納必要額の算定 

令和３年度から令和５年度までの介護サービス総給付費の他、高額介護サービス費

等給付額、特定入所者介護サービス費等給付額、算定対象審査支払手数料を加えた標

準給付費見込み、および、地域支援事業費を以下のように算定しました。 

○ 保険料収納必要額の算定                       （円） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合計 

標準給付費見込額 1,156,626,094  1,171,714,399  1,235,180,002  3,563,520,495 

 総給付費 1,108,493,000  1,124,210,000  1,185,257,000  3,417,960,000 

 
特定入所者介護サービス費等給付額

（財政影響額調整後） 
23,532,597  22,548,655  23,939,996  70,021,248  

  特定入所者介護サービス費等給付額 27,418,047  28,410,554  29,816,611  85,645,212  

  
特定入所者介護サービス費等の見直

しに伴う財政影響額 
3,885,450  5,861,899  5,876,615  15,623,964  

 高額介護サービス費等給付額 19,790,497  20,144,640  21,131,726  61,066,863 

  高額介護サービス費等給付額 20,482,224  21,219,584  22,259,343  63,961,151  

  
高額介護サービス費等の見直しに伴

う財政影響額 
691,727  1,074,944  1,127,617  2,894,288  

 高額医療合算介護サービス費等給付額 4,000,000  4,000,000  4,000,000  12,000,000 

 算定対象審査支払手数料 810,000  811,104  851,280  2,472,384 

  審査支払手数料支払件数 16,875  16,898  17,735  51,508 

地域支援事業費 73,207,191  75,705,344  77,499,921  226,412,456   

 介護予防・日常生活支援総合事業費 36,896,482  38,713,344  40,507,921  116,117,747 

 
包括的支援事業（地域包括支援センタ

ーの運営）及び任意事業費 
30,590,752  31,156,000  31,156,000  92,902,752 

 包括的支援事業（社会保障充実分） 5,719,957  5,836,000  5,836,000  17,391,957 
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（３）所得段階別加入割合補正後被保険者数の推計 

保険料収納必要額を第１号被保険者数で割った額が年間の保険料額となります。 

所得の低い第１号被保険者の負担を軽減し、所得の高い第１号被保険者の負担は負

担能力に応じたものとするため、所得段階別ごとにその人数に保険料割合を乗じた合

計（所得段階別加入割合補正後被保険者数）を第 1 号被保険者数とみなします。 

保険料の算出には、この所得段階別加入割合補正後被保険者数を用います。 

 

① 所得段階の多段階化 

第８期計画期間においても、本町では所得段階を 10 段階に設定します。なお、所

得の低い第 1 号被保険者の負担を軽減し、所得の高い第 1 号被保険者の負担を負担

能力に応じたものとするため、第 7 段階から第９段階までの前年合計所得金額を見直

すとともに、第 10段階の保険料割合を 1.80に見直します。 

段 階 保険料割合 対 象 者 

第 1 段階 基準額×0.50 

生活保護を受給している人及び世帯全員が町民税非課税で老齢福祉年金を受けてい

る人 
世帯全員が町民税非課税であって、前年の合計所得金額十課税年金収入額が 80 万
円以下の人 

第 2 段階 基準額×0.70 
世帯全員が町民税非課税であって、前年の合計所得金額十課税年金収入が 80 万円
を超えて 120 万円以下の人 

第 3 段階 基準額×0.75 
世帯全員が町民税非課税であって、前年の合計所得金額十課税年金収入が 120 万
円を超える人 

第 4 段階 基準額×0.90 
世帯の誰かに町民税が課税されているが、本人は町民税非課税で、前年の合計所得

金額十課税年金収入額が 80 万円以下の人 

第 5 段階 基準額×1.00 
世帯の誰かに町民税が課税されているが、本人は町民税非課税で、前年の合計所得

金額十課税年金収入額が 80 万円超える人 

第 6 段階 基準額×1.20 本人が町民税課税で、前年の合計所得金額が 120 万円未満の人 

第 7 段階 基準額×1.30 本人が町民税課税で、前年の合計所得金額が 120 万円以上 210万円未満の人 

第 8 段階 基準額×1.50 本人が町民税課税で、前年の合計所得金額が 210 万円以上 320万円未満の人 

第 9 段階 基準額×1.70 本人が町民税課税で、前年の合計所得金額が 320 万円以上 400 万円未満の人 

第 10 段階 基準額×1.８0 本人が町民税課税で、前年の合計所得金額が 400 万円以上の人 

 

②所得段階別加入割合補正後被保険者数 

所得段階別加入割合補正後被保険者数は、以下のとおりに推計しました。 

○ 所得段階別加入割合補正後被保険者数                            （人） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合計 

第１号被保険者数 4,919  4,913  4,912  14,744  

所得段階別加入割合補正後被保険者数 5,249  5,250  5,257  15,755 

弾力化をした場合の所得段階別加入割合補正

後被保険者数 5,251  5,251  5,256  15,758 
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（４）第１号被保険者の保険料 

①第１号被保険者の保険料基準額 

保険料算定に係る数値は以下のとおりです。 

第 1 号被保険者負担分相当額と調整交付金相当額とを合わせた額から、調整交付金

見込額・準備基金取崩額・財政安定化基金取崩による交付額を引き、財政安定化基金

償還金を加えた額が、保険料収納必要額となります。 

基準保険料額は、保険料収納必要額を所得段階別加入割合補正後保険者数で除した

額に調整を加えて算出しています。 

 

○ 保険料算定関係の数値                              

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合計 

第１号被保険者数（人） 4,919  4,913  4,912  14,744  

弾力化をした場合の所得段階別加入割合補正後

被保険者数（人） 5,251 5,251 5,256 15,758 

第 1 号被保険者負担分相当額（円） 282,861,656  286,906,541  301,916,382  871,684,579 

調整交付金相当額（円） 59,676,129  60,521,387  63,784,396  183,981,912    

調整交付金見込額（円） 9,906,000  17,914,000  20,794,000  48,614,000 

財政安定化基金（拠出金見込額＋償還金）（円）    0 

準備基金の残高（令和２年度末の見込額）（円）    142,583,000 

準備基金取崩額（円）    100,000,000 

財政安定化基金取崩による交付額    0 

保険料収納必要額（円）    907,052,491 

基準保険料額（月額）（円）    4,800 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



88 

 

②第１号被保険者の保険料額 

第 8 期における第 1 号被保険者の保険料基準月額は、第 7 期同様 4,800 円となり

ます。 

 

○ 所得段階別保険料 

段 階 料 率 対 象 者 保険料（月額） 

第 1 段階 基準額×0.30 

生活保護を受給している人及び世帯全員が町民税非課税で老齢福
祉年金を受けている人 

世帯全員が町民税非課税であって、前年の合計所得金額十課税年
金収入額が 80万円以下の人 

1,440 円 

第 2 段階 基準額×0.50 
世帯全員が町民税非課税であって、前年の合計所得金額十課税年

金収入が 80 万円を超えて 120 万円以下の人 
2,400 円 

第 3 段階 基準額×0.70 
世帯全員が町民税非課税であって、前年の合計所得金額十課税年
金収入が 120 万円を超える人 

3,360 円 

第 4 段階 基準額×0.90 
世帯の誰かに町民税が課税されているが、本人は町民税非課税

で、前年の合計所得金額十課税年金収入額が 80万円以下の人 
4,320 円 

第 5 段階 基準額×1.00 
世帯の誰かに町民税が課税されているが、本人は町民税非課税
で、前年の合計所得金額十課税年金収入額が 80万円超える人 

4,800 円 
（基準額） 

第 6 段階 基準額×1.20 本人が町民税課税で、前年の合計所得金額が 120 万円未満の人 5,760 円 

第 7 段階 基準額×1.30 
本人が町民税課税で、前年の合計所得金額が 120 万円以上 210

万円未満の人 
6,240 円 

第 8 段階 基準額×1.50 
本人が町民税課税で、前年の合計所得金額が 210 万円以上 320

万円未満の人 
7,200 円 

第 9 段階 基準額×1.70 
本人が町民税課税で、前年の合計所得金額が 320 万円以上 400

万円未満の人 
8,160 円 

第 10 段階 基準額×1.80 本人が町民税課税で、前年の合計所得金額が 400 万円以上の人 8,640 円 

 

※ 所得の低い第 1 段階から第 3 段階については、令和元年 10 月の消費税率

10%の引き上げによる増収分を活用して保険料の軽減を実施しており、これ

を反映した後の保険料割合となっております。 
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資 料 
 

 

 

 

                                           平成 12 年３月 31 日 

規則第 14 号 

大井町介護保険運営協議会規則 

（趣旨） 

第１条 大井町介護保険条例（平成 12 年大井町条例第８号）第 11 条に基づき、大井町 

介護保険運営協議会（以下「協議会」という。）に関し必要な事項は、別に定めがあるも 

ののほか、この規則の定めるところによる。 

（所掌事項） 

第２条 協議会は、次の事項について調査審議し、併せて町長の諮問に応ずる。 

(１) 介護保険施策に関する重要事項 

(２) 老人保健福祉施策の進ちょくに関する事項 

（会長） 

第３条 協議会に会長を置き、委員の互選によって定める。 

２ 会長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

３ 会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長が指名する委員が、そ 

の職務を代理する。 

（会議） 

第４条 会議は、会長が招集する。 

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによ 

る。 

（意見の聴取） 

第５条 協議会は、必要と認めるときは関係者の出席を求め、その意見を聞くことができる。 

（委任） 

第６条 この規則に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に 

に諮って定める。 

附 則 

１ この規則は、平成 12 年４月１日から施行する。 

２ この規則施行後、最初に招集される会議は、第４条の規定にかかわらず町長が招集する。 

 
  

１ 大井町介護保険運営協議会規則 
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令和３年３月１日現在（敬称略） 

区  分 氏  名 備  考 

被保険者を代表する者  

柳 生 定 夫 第１号被保険者 

香 川 麻代美 第２号被保険者 

介護サービス事業者を代表する者 林   匡 子 あしがら広域福祉センター施設長 

社会福祉全般を代表する者 

寺 下 かつ子 ◎ 町社会福祉協議会代表 

菅 谷 美千江 民生委員児童委員協議会 

公益を代表する者 

長 坂 かえ子 
医療・福祉経験者 

（民間病院看護師） 

山 﨑 恵 子 
医療・福祉経験者 

（NPO法人 KOMNY ほほえみ指導員） 

※ ◎は会長 

 

 

 

 

  

２ 介護保険運営協議会委員名簿 
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